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最 近 の我 が国 を取 り巻 く国 際 環 境 は,資 源 問題 や 貿 易問 題 な ど`こ見 られ るよ

うに非 常 に厳 しい ものが あ ります。 この難 局 を打 開 す るた め には,通 常 の外 交

努 力 や 経済 的 な対 応 が 必 要 で あ る こ とは 言 うま でも あ りませ ん が,こ れ と同 時

に幅広 い情 報 活 動 面 か らの ア プ ローチ が 重要 で あ る と の認 識 が 高 ま って きて お

ります 。 一 口に情 報 活 動 と言 って も,個 人 的 な情 報 の 整理 の仕 方 か ら我 が 国全

体 と して の情 報 の組 織 化 と活 用 へ の取 り組 み方 まで広 範 な ものが あ り,こ れ ら

の情 報 活動 の 基 盤 とな る情 報 処 理 技 術 の 重 要性 は一 層増 大 して お ります 。

当協 会 で は,こ の 情 報処 理 技 術 の進 歩 に い さ さか な りと も貢 献 し得 る こ とを

念 願 しつ つ,情 報処 理 ・研 修 事 業 を続 けて 来 て お ります。

こ こ1ご発表 いた します 「情 報 の セ イ フテ ィ構 造 の確 立 と維 持 に 関 す る フ レー

ム ワ ー クの研究 」 に関 す る調 査 研 究 報 告 書 は,そ の一 環 と して 日本 自転 車振 興

会 か ら機 械 工 業 振 興 資 金 の 交付 を受 け,「 システムズ ・アナ リス ト・ソサエ テf」

に委 託 して 実 施 した研 究 成 果 で あ ります 。

本 研 究成 果が 私 共 の 期待 に 沿 って,何 らかの 意 味 に お いて 情報 処 理 技 術 の 発

展'ζ役 立 ち得 れ ば幸 に存 ず る次第 で あ りま す。

昭和52年3月

財団法人 日本 情 報処 理 開発 協 会

(情報処 理研 修 セ ンター)
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戦後必死の努力により経済 の高度成長をなしえた我が国は、今や厳 しい国際環境 に直面 している。

貿易問題に関するECの 対 日批判、 世界各国 の200カ イ リ宣言に伴 う漁業水域か らの締め出 し、

資源ナシ ョナ リズムを背景}こした発展途上国の突 き上げ等 々の巨大な外圧に ま さに 押 しつ ぶ され

んぽか りである。我 々は、この問題の本質は国 と国とのつ き合い方にあると考える。仮 に、ECの

あ る国が経済的に破綻をきた した としても、歴 史的につき合いの長いECの 他 の諸国は決 っして見

殺 しには しないであろ う。国 と国 とのつ き合いは広い意味での情報のネッ トワー クすなわち情報 の

セイフテ ィ構造の問題に帰着す る。隣国と領土を接す る西欧の社会 においては、国 の生存を図るた

めに種 々のセイフテ ィ構造が確立 されてお り、国際社会の中でのつき合い方 の基盤にな っている。

これに対 して、国 の存亡をかけた歴史的局面の経験に乏 しか った我が国には情報のセイフテ ィ構造

が欠如 してお り、極論をすれぽ 自由世界でGNP第2位 であることだけが国際社会 における唯一 の

存立基盤にな っていると言えよ う。21世 紀 に入れば、狭小な国土に1億5千 万人 もの人 口をかか

えなけれぽな らないとい う見通 しの中では、国際 的な友好関係の維持発展が、 まさに我が国の命運

をかけた至上課題である。 このよ うな認識のもとに、我々は情報 のセイフテ ィ構造を確立 し、その

維持に努めなければな らないと考える。

本報告書の総論においては、我が国 の情報活動の現状をセイフテ ィ構造 の観点か ら分析すると大

きな問題を含んでいることを指摘 し、 さ らに種 々の阻害要因を克服 して安定的な情報のセイフティ

構造の確立 ・維持を図るために、我が国社会全体を縦断的かつ横断的に機動 させ るダイナ ミックな

仕組みを具体的かつ現実的に提言す る。

各論の第1章 か ら第4章 においては、総論の具体的かつ現実的な提言を受けて、情報のセイ フテ

ィ構造を確立す るために我 々が実践的に試みているプロ トタイプの紹介を行 う。すなわち、専門家

に役割を与えてその知識を機動的 に活用す るHUISシ ス テムを第1章 で、 また文献や記事にあ ら

わ された国際情報を利用す るGESISシ ス テムを第2章 で、 さらに国境を超えた情報交流を レシ

プロカルに行 うCUCEPプ ロジェク トとAUCEPプ ・ジェク トを第3章 及び第4章 で、それぞ

れ述べ る。第5章 では、海外 プロジェク トの問題に的を絞 って、情報のセイフテ ィ構造の確立 ・維

持が如何に重要であるかを訴え、第6章 では、本質的には情報のセイフテ ィ構造をね らっていると

考え られる欧 米の国際情報ネ ッ トワー クの具体例を紹介す る。 また、第7章 では組織化 された情報

一1一



を総合的に利用す るための方策について具体的事例に即 して述べ る。

最後に、情報のセイフテ ィ構造 の確立 ・維持 に向って曲 りな りにも第1歩 を踏み出した我 々の考

え方に出来るだけ 多くの人 の共鳴が得 られ、我 が国の社会 全体の本格的な取 り組みに発展してい く

ことを切望す る。

吟

●

亀

●
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1・ 情 報 の セ イ フ テ ィ構 造 と は

{1)情 報面か らみた 日本の現状(情 報小国,FarEast)

1977年2月27日 の 日本経済新聞、最 終 頁 右 の コラ ムの 「情報小国 … 」 と

い う見出 しが 目に入った。多量の情報処理に取 り組んで いる我々にとっては、 「情報夫畠 」と

見間違えたのではないかと一瞬 目を疑 うような見出 しであ る。 記事に目を通 してか ら改め て地

図を眺めてみ よ う。先ず 日本製の地図を開いてみ ると、世界全図は 日本を中心 とした環太平洋

が くっきりと捕れている。次にアメ リカのハ モン ド社 の世界全図は南米アメ リカ大陸が中央 に

きている。 ヨ ー ロ ッパ の場合 、イギ リスのフィリップス社 の地 図は勿論、 フランスや ドイ ツ

で作 られた地 図は、 グリニ ッヂを中心 とした世界全図にな る。サ ン・テグジュベ リの小説を最

初に読んだ時 に、 フランス本土か ら南アメ リカへの郵便飛行が どうにもピンと来なか った。 と

ころが ヨーロッパを中心 とした地 図をみ て、1920年 代 の終 りに、ラテ25型 機 とい う単葉

機で飛んだ距離がつかめたのである。 人間の住んでいる地域を情報密度の高い地域 として地図

を描 き直してみ ると情報密度が零に近い太平洋の大きさがわか る。 日本が中心 とい うより端に

なるのは致 し方な い。つ まりFarEastで あ る。

FarEastが 意味するところが恐 しいのは何 も最近のことではない。 しか し現在に生 きるわ

れわれにとって、 この2、3年 、その恐 しさが切実になってきているのである。73年 末 に石

油シ ョックが きてか ら、 経 済面 で 円切 上 げ圧力、ECの 対 日批判、最近の200海 里漁業水

域に至るまで、 何 故 わ れわ れ が これ程までに圧力を受けなけ れぽな らな いのか、一生懸命働

いて国が豊かにな って当 り前ではないか、あ っ、又 も経済封鎖 の悪夢か と思 うのであ る。EC

の対 日批判 問題 につ い てあるフランス人 と話 し合った時、 彼が面白い図を書 いてみせた。 日

本か らフランスを見れば広が った世界に出るとい う感 じになるか

も知れな いが、 フランス人が 日本を見る場合は片隅を眺める よう

な感 じとなるのだろうと言 う。 なる程、これがFarEast・ と い

うものか と思 ったわけである。FarEastの 感 覚で見る と欧米

　 　

フランス と日本の情報 ギャップの大 きさが如何に大きくなるかがわかる6

欧 米か ら発せ られた1単 位の情報は 日本では2単 位にな り、 日本

第1図 視野の違 い
か ら発せ られた1単 位の情報は0.5単 位 になることも不思議では

ない し、マイナスの性格の情報であれは、逆に日本か ら発せ られた情報が増幅されることもあ

ろ う。両者が正確に1単 位の情報を1単 位 として交換する ことは、む しろ稀れではないか と思

一5一



第1表 情 報不 足 と対 日圧 力

時 期 対 日 圧 力 主 な 相 手 備 考

1959秋 貿 易 自 由 化 閑 ジロン代表 ガ ッ ト東京大会

1966.7 資 本 自 由 化 閑 コナー商務長官
OECD各 国

第5回 日米経済合同委員会

1969.5

～71 日米 繊維交渉 閑 スタンズ商務長官
毛、化合繊の対米輸出規制のための
国際協定交渉

1971.12 円 切 上 げ 閑 ニクソン大統領
ニ ク ソ ン シ ョ ッ ク 後 の 円 フ ロー トに

対 し て 「ダ ーテ ィ ・フ ロー ト」 批 判
.

1973.2 円 フ ロ ー ト

閑 ロイス下院議員
ミルズ下院歳入委 員長

ボルガー財務次官

72.60ECD国 際 収 支 部 会

72.9ニ ク ソ ン、 田 中 ハ ワ イ 会 談

1973.10 オイ ル ・シ ョ ッ ク (OPEC)

1974.1 東南 対 日反発 (タ イ 、 マ レ ー シ ア 、

イ ン ドネ シ ア)

学生排日運動
反日暴動

1976,2～8 円 圧 力 閑 サ ン フ ァ ン会 議(76.6)

1976.10 EC対 日批判 (EC)
EC対 日声明(76.11)

(欧 州理事会)

今

鬼

われる。従 って、この情報ギ ャップか ら生み 出された国際間の摩擦は数多 く、 また極端な場合

には、戦争をひき起 して しまう。

日本 と欧米との関係は仮に交通、通信手段 の飛躍的な進歩を考慮に入れた としても、歴史的

な時間か ら考えると未だ短い。ペ リーが浦賀にやってきてか ら124年 しか経 っていないとい

う事実には驚か される。 これだけ の短期間に しては、2度 の世界大戦を は じめ と して 多大 な

犠 牲を 出 してい る に して も相 互 の情 報 の理 解度 は 相 当 高 まった と言 って よい。 キ リ

ス ト教 が 日本 に伝 来 した のが 、1549年 で、キ リス ト教が禁止されたのが1612年 、

その間63年 、 そ してキ リス ト教禁教の高札が撤廃 されて、キ リス ト教が事実上許可 された の

が1873年 で、 この間、実に260余 年 の長 きにわたっている。そ して、長崎で処刑された

55人 をは じめとしてキ リス ト教徒の殉教者は数多い。新 しい世界の理解には歴史時間と多大

の犠牲が必要である。 これは世界が広か った時代には、西欧、 日本でな くとも同様である。 同

じキ リス ト教で説明すれぽ、キ リス ト生誕64年 目に して、 ローマ帝国でのキ リス ト教徒迫害

、

ぜ
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が始 まっている。そ して コンスタンチ ヌス1世 に よってキ リス ト教が公認された313年 の間

が、やは り250年 近 くある。

我 々は 歴 史時 間 の中 で 殉 教 者 には な りた くはな い。 しか し情報 ギ ャ ップによる"迫

害"を 挙げたな ら、 日本人は、 いささか殉教者めいた気持にな らざるを得 ない。1959年 の

貿易自由化問題、67年 の資本 自由化 問題、69年 の 日米繊維交渉、71年 は 円切上げ、73

年 の円 フ・一 ト、 先に挙げたECの 対 日批判や、200カ イ リと近年 の外圧は数多い。 しか も

その都度、"日 本の立場が理解されない"と い うことであった。我々の立場か ら言えば、 明き

`ら かに情報問題なのである
。 情報をこのよ うに広義に扱 うと、 コンピュータとか コンピュータ

ネッ トワークといった情報世界と結びつかないと考える人達は、もはやいないと思われる。勿論、

コンピュータがECの 対 日批判を直接解 消す るのではないが、 より正確な情報、 より迅速な情

報の確保を通 して彼我の情報ギ ャップを 少くす ることに役立つのである。

1973年 の石油危機以来、 日本にとって資源 ・エネルギーの制約が 日本の経済安全保 障の問

題であるとい う認識が ようや く高まってきた。 しかし、 もっと重要なのは情報 の制約であるこ

とを十分認識 している人 々は 少い ように見え る。 日本は情報が制約されているか らこそ、外圧

の もとに晒 されているのである。 誰れでも、良 く考え てみれぽ、資源や エネルギーを量的に確

保す ることには限界があ ることに気付 く。従 って真の意味の経済安全保障は、 世界の どこかの

国 々との一定 の関係を維持す ることに よってしか得 られない。人 口を半 分にでも切 捨て て、鎖

国の夢を描けるのな らともか く、国際関係は不可欠である。 そ して、 まが りな りに も国際関係

を維持するために、情報ギャップの解 消に全力を傾ける必要があるのではな いだろ うか。

(2)情 報 のセイフテ ィ構 造とは何か

第2表 世界の情報拠 点

我 々が提唱する情報の 「セイフテ ィ構

造」とは、以上のよ うな情報の制約下 に

おけ る日本を意識 して、情報の システム

を基礎か ら作ってい くことである。

欧米諸国に関 しては、 この 「セイ フテ

ィ構造」が、相当堅固に構築 されている

と考え られる。我 々は長期間にわた って

調査を続けているが、 情報 に対す る考え

方の違 いによるものであろ うが、広 く一般 の人々に情報の価値が強 く意識 されている。大胆な

推測をすれぽ、我々の社会 のように情報が入 ってくるのが当然であるとしている受け身 の社会

では、勿論情報に対価を払 うとい うことがほ とん どな い。一方、積極的 に働きかけなけれぽ情 、

情 報 拠 点 カバー している地域

オ ー ス トラ リア 東 南 ア ジ ア

ロ ン ド ン 中 近 東 、 ア フ リ カ

パ リ
ア フ リカ、 中 近 東(一 部)

ラ テ ン ア メ リカ 、 欧 州

ウ ィ ー ン ソ連 、 東 欧 、 バ ル カ ン

ド イ ツ 南 ア メ リ カ

香 港 中 国



、

報が入 ってこない西欧社会、その情報によって生死が決まる功撃的社会では、当然情報の価値

が高 くなる。我 々のよ うに情報の収集 に淡白な性格であ る場合、 この情報 のセイフティ構造を

作っていくのは容易な ことではない。 自分の身 の廻 りを眺めてす ぐに気付 くのは、資料の整理

が うまくい っていないことである。多 くの 「情報整理」のための方法が流されているが、それ

だけ情報整理ができな いとい うことなのである。 情報の価値が十分認識されているな らば、情

報整理が一般 の人々に、このような形で とりあげ られることはな いだろ う。この点に関す る詳

しい検討は後段に譲ることにして、欧米の幾つか の例を挙げて、情報のセイフティ構造とは如

何なる ものかを明き らかに しておこう。'

「アイゼ ンハウワー ・フ ェローシ ップ」

米国のシステムで、世界各国か ら優秀な人々をアメリカに招待 し、半年程、アメリカ国内を

自由に見せる。それに対 して招待された人達は簡単な レポー トを出す だけだが、招待された外

国人は、米 国各地で網 の目のよ うに張 りめ ぐ らさ れて い るボ ランタリーの歓迎 システムによ

って楽 しい思 い 出を 作 って帰 る。帰国したフェローはEFS同 窓 生の一員として登録 され、

住所変更等につ いては連絡を要請され、又EFSで は事務局か らク リスマスカー ドを出して連

絡は断や さない。そ して一度 国際的な問題が起 これば、EFSの 事 務局の優秀なスタ ッフが

世界に散在す る 「同窓 生」を訪ねて情報を収集するのである。

「ニューマテ ィック ・システム」

これはパ リ市内に張 りめ ぐらされているエアーシューターのシステムである。普通パ リ市 内

の郵便局を結んで いて、速達は このニューマティックで配達されるので、非常に早い。 しかし

このシステムの詳細は外部には護れ もわか らないよ うにな っている。 理由は、特別な事態にな

った場合、軍の使用す るところになるためであ る。

「ドイ ツ開発途上国財団 の情報 システム」

システムの内容は別途説 明があるので省略す るが、 ここである日照令された内容を見 ると次

のような ものがある。

○ 連邦運輸省か らボ リビアの地理、輸送等に関するデータの照会

○ クェー ト中 央 銀 行 よ り、 「開発銀行 の経済及び社会に果す役割」のセ ミナー ・レポー ト

の請求

○ ロン ドンの熱帯研究所 より開発途上国に関する ドィ ッでのパー トナーを探したいという問合せ

○ 高校の先生よりラテン ・アメリカへの援助 に関す る資料の請求

○ 地理を専攻 している大学生か らイ ンド亜大陸の人口問題に関す る文献 の照会

、 ○ 国際機関か らドイツ財 団の出版物に関する問合せ

一8一
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これは、一部であるが、利 用者 の多様性と内容 の多様 性は 驚 くべきものがあ り、これに対応

応で きるシステムとい うのは全 くの驚異である。 又、 ク ェー ト中 央 銀行 か らの照会があると

いうことも大 きな意味をもっている。

以上3つ の例を挙げたが、形態や内容は全 く別であるにもかかわ らず、米仏独が"情 報の確

保"を 国 のレベルで 考え、しかも一般 の人々が参加 していることが よくわか る。情報のセイフ

テ ィ構造とは、 この ように2つ の要素か ら成立す る。

① 国全体 の レベルでの情報 の確保

日本 の立場ではい うな らぽ、最良の国際関係の恒久的な維持のための情報の確保であ

る。

② 一般 の人 々が主体的に参加す ることによる情報の確保

政府であるとか、特定の集団によって情報が確保 され得 る程世界は狭 くない。

我 々は、次 章 以下 で 現 状 の問題点を分析 してい くが、現在のような情報に対する態勢を と

ってい くと、非常 に危険であ り、我々の生活の安全と繁 栄は到底維持で きない。我 々は 「情報

処理技術者」及び 「経済、社会現象を研究す る専門家」 として上記の2つ の原則に基づいた

「情報のセイ フテ ィ構造」の確立を提唱 していくと共 に具体的な活動を開始 していることを明

き らかに した い。

2.セ イ フ テ ィ の 観 点 か ら 見 た 情 報 活 動 の 問 題 点

情報のセイフテ ィ構造を確保するという観点か ら我が国 の現状を見ると、情報不足、情報過多、

情報の非連続、情報の片寄 り、情報 の効率的利用の遅れなどの種 々の問題点が指摘 される。 問題

点を 明確にす るため、情報源か ら収集 された情報が利用者 の手にわた り、活用されるまでの一連

の情報 の流れを、収集、蓄積、検索、活用 の4つ のプロセスに分解 して考えることにす る(第2

図)。 以下、何が情報 のセイフテ ィ構造の確立の障害にな っているかを浮 き彫 りに してい く。

〉

情報源
函 繭 函/

/利 用者

画

/

第2図 情報の流れ

白)情 報の収集段階における問題

情報を収集する段階においては情報不足、情報の片寄り、情報の遅れなどの問題が指摘され

一9一



る。

(n情 報不足

情報不足は、第1に 情報収集のための

アンテナの張りめぐらし方が不十分なこ

とに起因する。海外にある大使館による

情報収集活動を例にとると、現地政府筋

の公式情報は豊富かつ迅速に入手できる

が、本当に情勢判断に必要となる正確な

＼

報情話正確な情報
(う ら情報)

第3図 公式情報と正確な情報

情報、いわゆる"う ら情報"は 現地に潜伏 している情報 ネ ットワークとの接触がなけれぽ入

手が不可能であ る(第3図)。"う ら情報"が 入手できない場合は情報不足のために適確な

国際的行動を起 こせないことになる。大使館員の赴任期間はわずか数年 に過 ぎず、長い歴史

の中で培わ れてきた現地 の情報 ネッ トワークに入 り込んでいくことは至難 の技であろ う。第

2に 、ア ンテナの張 りめ ぐらし方以前に、情報収集 のルー トそのものが欠落 している場合が

ある。73年 の石油危機の際に、石油、紙、洗剤などの主要製品に関す る流通情報の極端な不

足が混乱に輪をかけた ことは記憶に新 しい。 これは、緊急時において即刻機能が開始す るよ

うな情報収集のためのルー トが欠落 していた典型例である。

(ii)情 報 の片寄 り

情報の片寄 りは、情報収集 のア ンテナが欧 米を中心 とした地域に偏在 していることに起因

す る。 例えば、科学技術の海外情報収集 活動は大使館の科学技術アタ ッシェが行 っているが

科学技術アタッシェの派遣先が米、英、西独、仏、 ソ連、中国な どの主要国に限定 されてい

るため、技術移転や研究協力な どの科学技術問題 の発展途上国への広が りに対応できる体制

になっていない。発展途上国に関する情報の不足は、海外 プロジェク トの不成功、援助効率

が上 が らないことなどの国益を失 うことにつながる。

㈹ 情報の遅れ

また、 アンテナやルー トが完全であ っても情報の遅れが生 じる場合がある。例えば、国際

会議における討議資料が我が国へ到着す るのが遅れた り、あるいは到着後 も関係 省庁 の担 当

者 に届くまでには多くの窓 口があ って、数 日要す るのが現状である。 このため、事前に充 分

な対処方針を決める時間的余裕がな くな り、我が国の国益が国際会議に反映 されないことに

なる。

(2)情 報 の蓄積段階における問題点

情報の蓄積の段階においては、情報の過多、情報の死蔵、情報の非連続などの問題点が挙げ

一10一

●



■

●

`

られる。

(O情 報 の過多

情報の過多は、一見膨大な量 の情報があるに もかかわ らず、本当に必要な情報が 欠落 して

いた り、引 き出す ことがで きない状況をい う。 このよ うな場合には、情報を蓄積す る際に十

分な内容分析を行わ ず、未整理のまま、すなわち情報 の質的密度が低いままファイル化されて

いるケースが非常に多い。例えば、在外公館か ら送付 される外電のた ぐいは膨大な量であ り

後の活用段階において検索を困難な もの としている。 また、ある特殊法人の海外文献情報 シ

ステムにお いて、米国 と韓国に関するあるテーマの記事を検索するのに相 当時間要 しなが ら

結局求める情報が得 られなか ったという話があ るが、 これは情報の質的密度の低 さを示 して

いるものといえ'る。 情報の過多を防止す るためには、情報の蓄積段階で手を抜いて も、 コン

ピュータシステムが うまくや って くれる 、といった安 易な機械依存の考え方を排 し、む しろ

t

インデ ックサーの導入な どによる十分な内容分析を行わなけれぽな らない。

(の.情 報の死蔵

情報 の死蔵は、組織における情報 の蓄積の仕方に起因する。 すなわち、組織 の中では、ま

ず各人が個人用のファイルを持ち、各課で も課用 のファイルを持つ。最終的には組織 に共通

の情報セ ンター(図 書館)が 存在す る(第4図)。 この ようtsフ ァイルの分散形態は、ご く普

通であ り、かつ 自然な形であるが、問題の第1は プライベー ト情報とパ ブリックな情報 の区

別が明確になされていないこ とである。すなわ ち、課のファイルに保存すべ き情報を個人の

ファイルに入れておいた り、組織全体に利用される情報が情報センターではな くて一つ の課

個 人 用

ファイル

情報 センター

(図 書館)

個 人 用
ファイル

個 人 用
フ ァイル

個 人 用

プアイル

第4図 組織におけるファイルの分散

のファイルの中にあ った りす る状況であって、情報が効率的に利用され ることを大 きく阻害
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情 報 の検索 の段階における問題は情報 の蓄積の

仕方 と表裏一体をなす ものであ って、現象的には

情報不足が生 しる。 この場合 の情報不足は、情報

が実際に存在 しているにもかかわ らず、 うまく検

索ができないための見せかけ の情報不足 である。

まず、検索 の手がか りがない場合がある。 例え

ば、73年 の石油危機のとき、通関実績 によれぽ

原油の輸入量がほとん ど減少 していなか ったにも

かかわ らず、 この情報が利用できなか った話は有

している。情報をで きるだけ手元に置いてお くとい う風潮は我が国ではかな り一般的である

が、 これは、全体的に情報 の効率的な利用が遅れている状況のなかで、情報をいったん手離

す と、必要なときに迅速にその情報が検索できると限 らない、 といった不安感が大き く物を

言 っている。 問題の第2は 、パブ リックな情報を何 らかの事情によ リプライベー トファイル

に保管する場合に、所在源 の情報が不足、すなわ ちクリア リング機能が欠如 していることで

ある。 クリアリング機能の問題は、組織内だけではな く、分散形態が望ましい 組織間の情報 の

蓄積のあ り方を考えても非常に重要である。

㈲ 情報の非連続

情報 の非連続は、情報を蓄積する際 に系統的でな く、継続性がないために、組織(日 本全

体のこともある)と しての情報のポテ ンシャルが一向に高ま らないことをい う(第5図)。

同 じ発展途上国に対 して、同 じような趣旨の調査団が何度 も訪問す ることは、情報の非連続
ト

の典型例である。 また、国際会議への我が国の出席者が毎回変わ り、情報のフォローが十分

になされていないのに対 して、欧 米諸 国 では 決 った専門家が毎回出席するケースが多く、

国際 問題に対す る取 り組み方に大 きな差が生 じることになる。

情報の検索段階におけ る問題点

情報ポテンシャル

第5図 情報の非連続

聯

名である。 また、前に述べた情報の死蔵の問題で も、検索の手がか りとなるク リア リング情報

が 整備 されていれば、それほ ど大 きな問題にはな らない。

次に、検索の手がか りはあ っても、人間のニーズにマ ッチ した検索が難 しいとい う状況が存

在す る。 これは、 シソーラスが不十 分であった り、適当な ライブラリアンがいないことな どに

起因す る。 シソーラスは、人間のニーズを蓄積情報に結びつけ るためのものであるが、利用者

の利便性を考えればなるべ く変更しないことが望三しく、その一方では日常発生す る新しい状

況に迅速に対応 しなが ら更新 しなけれぽ陳腐化するとい う矛盾を持ってお り、人間のニーズを
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適確に把えることのできるシソースの作成は非常に困難である。この点、思考に発展性や柔軟

があるライブラリアンの積極的活用を考えていかなけれぽならない。

(4)情 報の活用段階における問題点

情報の活用段階においては、情報の読み方の不足や情報の活用のための方法論の欠如などが指摘される。

{i}情 報の読み方の不足

情報の読み方に関連して、考古学者を例にとると、考古学者は一片の石器のかけらから石器

の作られた時代の全体像すなわち気候、風土、文化などを再現する。同じようなことは情報

についても言うことができる(第6図)。 一片 の情報 からその背景を読むためには、全分

野に亘る鋭い透察力が必要であるが、情報を読む訓練が通常なされていないことか ら、情報

を読める人が少ない。また情報を読める専門家がいても、能力の発揮できる場が与えられな

いことが多い。

UD情 報の活用のための方法論の欠如 全体像

、次に、情報を活用するための方法論が確立 して

いな いことが大きな問題である。 コンテンツアナ

リシスは ミクロ情報を時系列 に並べ ることによ り

背後 に存在す る傾 向を摘出す る手法であるが、 こ

の手法が我が国で本格的に導入 ・活用された例は

ほとんどない。 また、 コンテ ンツアナ リシスに代

わ りうる他の方法論につ いても十分な研究が必要

である。我が国では、 日本語 の情報処理が遅 れて

いたため に、現状は 日本語の情報蓄積までが精一

で脇
/撃 ＼

第6図 情報の読み方

杯であ り、活用 の方法論につ いては今後 の研究が望まれる。

`

3.問 題 点 の 社 会 的 背 景

我が国 の情報のセイフテ ィ構造 の確立を阻害す る様 々な問題点が摘出されたが、 これ らの問題

は、すぺ て何 らかの社会的背景に基づいた根 の深 いもので ある。 ここでは、主な社会的背景 とし

て

○ 基本的認識の欠如

○ 社会 システ ムの不 適合(専 門家に対す る社会的評価が低いこと)

○ 機械への依存過多(ソ フ トよ りもハー ドの方を重視す ること)

の3つ を取 り上げる。
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(1)基 本 的認識 の欠如

情報のセイフテ ィ構造の確立を阻害す る最大 の社会的要因として、基本的認識の欠如(意 志

の欠如)を 挙げることができる。我が国は四方を取 り囲む海洋に よって隣国と地理的に隔絶さ

れてお り、この点で他国 と地続 きで隣接する ヨーロッパ諸国と大きく事情を異に している。 こ

のため に我が国では、隣国と生きるか死ぬか のしのぎを 削る歴史的局面 の経験が非常に少な く

長期的展望にた った"国 としての生きなが らえ るための戦略"が 欠如 していると言え よう。 こ

うした戦略は、経済原則に基づ く行動や人道主義に基づ く行動 だけに頼っていては、決 してな

しえないことであ り、確固たる国 としての意志が必要 である。徳川時代 のように政治的にも経

済的にも完全に クローズな状況においては全然問題にな らないが、現在 のように国際的な相互

依存 関係が大 きく、 将来においても一層増幅される見通 しの中では、なおのこと強い意志が重

要 となる。

このよ うな意志 の欠如は、発展途上国か らの留学生に対する処遇が乏 しい予算の枠内で行わ

れてお り、 決して十分な面倒を見 ているとは言えない状況に も現わ れる。 こ の場合 留 学 生は 、

現地に戻 った ときに却って反 日的になることもあ り、角(予 算)を 矯めて牛(日 本)を 殺す こ

とにな りかねない。また、我が国企業にはなかなか出来ないことであるが、アメリカの大企業例えばR

CA社 で は我が国の有能な技術者 に対 して全 く義務の伴わ ない出しっぱなしの奨 学金を与えて

いる。 これは、短期的には何 の効果 も期待 しえないが、長期的に見れば、RCA社 に対 して好

意を持 った り、無言 のオブ リゲーシ ・ンを慰 しるような人が我が国社会の中枢に進出 した とき

には、大きな無形の効果が見込 まれる戦略である。 あるいは、中南米のある資源大国への移 民

に対する西 ドイツの戦略を見ると、移民に対 しては本国か らの情報を継続 して送付するな どし

て、非常によく面倒をみ ている。 これに対 して、我が国の同国への移民に対する政策は"棄 民"

政策 といえるほど、 フォローが全然な されていない。同国では西 ドイ ツ移民の子孫が大統領に

選ば れ、 同国に対す る西 ドイ ツの影響力は決定的な ものになった。 西 ドイツと同 じように植 民

地を もたなかった我が国は、こ れを 苦 い経 験 と して今後の戦略の中に生か していかなければ

な らない。

(2)社 会 システムの不適合

欧米の社会 システムの中では、個人の持つ専門能力が評価されるが、我が国では、所属す る

組織 と組織 の中におけ る地位が評価対 象となる。 個人 と神 との関係のみが意味を もつキ リス ト

教 と村落共同体の論理との違いが現わ れているとも言える。従 って、我が国では 当然のことな

が ら専門家に対す る社会的評価は低 く、 専門家が育ちに くい。 あるいは専門家が能力を有 効に

発揮できる場が少い。
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国際的視点か ら専門家 の問題を見ると、地域別の専門家の不足が指摘される。例えば、オー

マンとか ブルガ リアの地域別専門家はほ・とん ど存在 しない。 これは、国際社会の中で生きてい

かなけ ればな らない我が国に とって、大 きな不利益を もた らす。我が国の大学 で、地域学の講

座が数える}まどしかない事情 も地域別専門家の不足 につなが っている。 そこで、 このような状

況を補 う方法を考えなけ れぽな らない。 すなわ ち、 ある地域のあるテーマに関する専門家であ

る人をつなぎ合わせ て地域別専 門家 として活用す る(第7図)。 例えば、 イランのプレハ ブ住

宅建設のプロジ ェク トに参加 した人は、イランの住宅事情に精通 している し、 ブラジルの製鉄

プラン ト建設 プロジェク トに参加 した人はブラジルの資源事情に精通 している。 このような人

は、専門能力を評価 されているわけで ないため、社会

的に埋もれている場合が多 く、その発掘が難 しい。 こ

の考え方は後述 のHUISシ ス テムにつなが っていく。

フ → 文化A氏

(3)機 械 への依存過多 ル

我が国では、 目に見 える物すなわちハー ドに対す る ガ → 経済B氏

評価が高 く、知識や ノウハ ウなどの ソフ トはなかなか ア → 風土C氏

評価されない。 このことは、情報 システムの構築に関

して も言える。情報 システムは人間(ソ フ ト)と コン 第7図 地域別専門家 の活用

ピュータシステム(ハ ー ド)の 組み合せによって機能

す るマンマシンシステムである(第8図)。 ここでい

う人間 とは、情報を システムに入力す る際 に十分な内

容分析を行 って情報 の質的密度を高め る機能をもつ イ

ンデ ックサーや情報を検索す るに当た って極め てフレ

キシブルに対応できるライブラ リア ンな どのことであ

る。

コンビュー

システム

◎
㊨

第8図 情報 システム.

我 が国の情報 システムの現状では、マ ンマシンシステムの中でのコンピュータシステムの ウ

エー トが非常に大きい。例 えば、情報の蓄積段階ではイ ンデ ックサーが活用 されず、未整理の

情報が入力 された り、なお ざ りの内容抄録が入力されたりす る。あるいは、情報 の検索段階で

は硬直化 しやす いシ ソー ラスが ライブラリア ンにとって代わ っている。 このため、 ライブラ リ

アンやインデクサーは職種 としても明確 になっていない状況にある。

また、 ソフ ト(あ るいは ブレーンウエア)の 欠落は、前述 の分散型のファイ ル構造にお いて ク

リア リング機能が欠如 していることにもつなが り、 情報流通の大きなネ ックにな っている。

このような ソフ トぬきでハー ド偏重の傾向は、情報利用 の初期段階ではさ したる支障を生 じ
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せ しめないが、 アメ リカのARPAネ ッ トワー ク、 フランスのシクラー ドネッ トワークな ど

の本格的なコンピュータ ・ネ ッ トワー クの開花期を迎 えている今 日、早急に情報システムの

中に人間や ブレーンウエアを積極的に組み込んで いく必要がある。

このような問題点を踏 まえた上で情報のセイフテ ィ構造を考慮 しその構築にあた らなけ れ

ばな らない。 この情報 のセイフテ ィ構造の構築については次に述べ る。

4・ 情 報 の セ イ フ テ ィ構 造 の 構 築'

セイ フテ ィ構造を構築す るに当って、 これまで述べ てきた ことを まとめ てみ ると次の2つ の考

え方になると思 う。各論で述べ られる具体的な作業は何れ もこの思想に基づいて進め られている

ものである。

(1)地 域的(空 間的)情 報確保のシステム化

日本の社会構造の特徴か ら、様 々な集団や個人が、'同じような ことをや り、役割を分担 して

い くことに非常に不馴 れなため、役割分担 と有機的な統合を仕組みと して作 っていく。

日本の経済が低成長の時代に入 ってきていることを考えると、従来のように どこでも同 じよ

うな仕事を していることは許されな くなる。極端な方法としては、集 団をそのまま幾つか統合

してしま う場合 もあ るが、全体 の目標を明確 に した うえ で.役割 を与 え て作 業 を進めてい く。

ことにな る。国際 問題では、相手が大きく複雑であるためこの点 の認識が重要である。例えば

A国 に対する研究機関う～5つあったとした場合、どの機関 もA国 に関 しての情報が、その国のGN

Pか ら税 制 と い った 程 度では困る。 照会 される事項が多いとい うことで 自然にこの ようにな

り勝ちだが、A国 の外務大臣の兄弟の略歴を知 りたいとい う照会には対応できない。 勿論10

年 に一度 の確率で出てくるよ うな質問に対応するシステ ムを考えても仕方がないが、rGNP」

だけではセイフテ ィ構造にな らない。そ こで研究機関は当然 「データ シ ェア リン グ」のネ ッ

トワー クを組む ことになる。

`

角

A研 究 所B研 究所C研 究 所D研 究所

第9図 研究所間のデrタ ・シェア リングシステ ム

㊨
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*la・ … ・…・基礎情報データ部分 一 共通保持

*2b… … …限定情報データ部分 一 その研究所が特定 の依頼者か ら特定 して依頼 きれている情

報、 データ

*3c・ … …・・分担情報デー タ部分 一 関連研究所が分担 して収集、作成 している情報、データで

お互いに自由に利用できる。 ・

システム化は電算機ベースでの研究は進んできているので技術的な面からの問題解決は早い
■

が、意識面、制度面 の研究は遅 れているので案外時間がかかると思わ れる。

そこで、 次 に国 際 的 な情 報 を収 集 し、 蓄 積 し、 分 析 してい く社 会 的 シス テム化 の問

題 を 更 に一般 化 してい こ う。 現 実 には 様 々な 機 関や 個 人が 日々機 能 しているのだが、シ

ステム化された体制は とられていな い。第10図 の ように、国際関係を専業 とす る機関や 専門

専 業 非 専 業

団

外務省政 府
各省国際関係局
海外経済協力基金政府 関 係機 関
アジア経済研究所

政 府

政 府 関 係 機 関

民間 企 業 商 社 民 間 企 業
体
民間関係機 関 ○○友好協会等 民 間 関 係 機 関

個
人
専 門 家 一 般

ボ ラ ン テ ィ ア

■

1
◆

1

業務分野 工 機 化 農

機 関
→ 地域(家)
専門機関

(家) 業 械 学 業

ア ジ ア

イ ン ド ×

タ イ

第10図 国際情報に対応す る社会 システム

家を軸に、地域別、国別(地 方 別、 都市 別)の 情報 網 を組 織しておかなけ れぽな らない。

しか も、最終的に責任をとって リ、一 ダーシップを発揮するところと人間が明確 にされなければ

な らない。現在 のよ うに、政府 と民間がお互いに責任を相手に押付けよ うとし、一般 の人々も
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政府や大企業 の責任 の追求に明け暮れているよ うでは、情報のセイフティ構造を構築す ること

はおぼつかない。

それではこのシステ ムを構築する 「予算」とい うことにな るが、現状を考えると、戦争にな

る危険があると言 っても予算を出す ところはな く、政府は民間に、民間は政府にと無責任に頼

.り 合 い、国民 もそのために税金を払 うことを しないであろ う。 どのように しても財源を捻出す

ることが出来なけれぽ、 リーダーシップをとらざるを得 ない政府が、政府部内、民間企業、専
　

門家をボランテ ィアとして対価を払わず用役として徴す るしか ないであろ う。われわれは、各

々専門の立場か ら協力す る意欲を もっている。

(2)歴 史的(時 間的)情 報確保 のシステム化

既 に述べた ように情報 の更新は最 も困難な仕事である。機械 のシステムの場合には更新の制

約か ら扱えない場合が多 く、確実にイ ンプッ ト・デー タが入るものだけが機械にのることにな

る。 ところが、国際関係 のデータは、む しろ確実 にデータが更新 されて入手で きることの方が

少いと考えた方が良い。特に開発途上国については整合性のあるデータが定期的に入 ってくる

ことを望む のは難 しい場合が多い。そこで考え られるのは、次 のような メンテナ ンスの側面に

重点を置いた システムである。

① 「人」を介在 させ るシステム(HUISシ ス テム参照)

② 断続的、不特定、 小数のデータをインプットしても採 算の とれるシステム'

一 方でこのようなルーズなシステムを考える同時に
、一方では厳密な計画に基いて毎 日わず

かな作業をすることに よって、1年 後に或いは10年 後 に目的 とす るシステムが出来上 るよう

なシステ ムを考えている。

そ れで は メ ンテナ ンス の可能 な社 会 シス テ ムは ど の よ うに して作 り上げ て いけぽ

よいの だろ うか 。 前項 で述 べた横 断 的 な シ ステ ム化 に対 応 した時 間 的な システ ム化

を 考 え てい くと第3表 の よ うな 形態 が 出来上 る。 同 表 で示 して い るも のは 、 各年 令

層 で 断絶 す る こ とな く国際 関係す る ことが可 能 な シ ステ ムで あ るが、 特 に重要 な の

は 日本で 遅 れ て いる 「地域 研 究 」で あ る。 又 自発 的 に国 際 関係 の分野 で活 躍 した い

人 達 に多 くの機 会 を与 え る こ とで ある。 特 に 若年 層 、老 年 層を 含 め て考え る ことが

重要 で あ る。'

わ れわれが重視 しているのは、情報 のセイフテ ィ構造が、国際的 に長期的な関係の維持によ

って作 られると考えるか らである。 多 くの日本人が個人同志、集 団同志、個人 と集団で長期 に

関係を保つ ことが、十分な、 しか も正確な情報 を確保す るポイン トである。海外か ら多 くの人
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第3表 国際情報と生涯活動

、

小 中 高

学校教育

国際関係、外国地域に関す る
一 般教育、一部地域別に選択科目

国別、地域別研究
クラブ活動の助成等

大 学

大 学 院

国際関係論

〃 政治 〃

〃 経済 〃

途 上国問題論

国別、地域別

(地 域学)

科 目 専 攻

大学での、国別、地域別

研究会の助成

就 業

期 間

国際問題専門家
国際関係業務

地域別専門家

地域別国際業務

地域別、国別専門家の

育成

退 職

以 降
国際関係団体

地域別友好協会

国別 〃

ボランテ ィア団体の育成

を招 くことと、招いた人達を長期間にわた ってフ ォローす ることを忘 れては何 もな らない。第1

章で触れた ドイツのシステムでは、海外か ら受入れた研究指導者、派遣 した専門家 とのコンタ

ク トをフ ォローア ップし、常に最新の情報が保存 されている。 われわ れが行 っている実験 シス

テム(後 述)で も、 長期的関係の維持を目指 した ものがある。 このシステムも欧州の国では現

実 に行わ れているもので、彼等の息 の長いシステムには驚か される。

以上、地域的(空 間的)、 歴史的、生涯にわたる(時 間的)シ ステムにつ いて述べてきたが、

広い日本 の中には、個々ぼ らば らに窓 口を設け て長期間にわた って、 意図的であるとなしにか

かわ らず情報の収集や蓄積に努力している機関や専門家が多いと思わ れるので、 それを体系 的

に何等か の形で結びつけ てお く努力も必要ではな いか と思わ れる。

(3)シ ステム化への留意点

以上 の他に、情報のセイフテ ィ構造を実現 していくために必要 だと考え られる点を幾つか挙

げておくと、U情 報 コアと しての専門家(人 間)の 活用、Ui)ボ ランテ ィアの活用、〔i[i)レシ プロ

ケーシ ョン、等が ある。 以下、簡単に説明 しておこ う。

(i)情 報 コアとしての専門家 の活用

従来か ら、情報問題は機械ベースの処理を中心 とした ものと、人間を中心とした ものとは

別 々に発展 の道をた どってきている。機械中心 の考え方 で進めば、多量の情報を高速で処理

することにその意義が見い出 される もの とされてきた。一方人間を中心とした情報は逆に極 ト

め秘めやか に、その最たるものは諜報に よるかの如 くに扱わ れてきている。 しか しなが ら国

際関係を扱 う場合、 どち らか一方では ど うしても不十分なのである。やは り情報量や性質か

らくる違いであ る。従 って双方の力を組合せた システムが必要となってくる。 ある情報を得

一19一



たい人の情報へのアクセスの仕方は様 々な形態を とるが形式は次のような ものになる。

情報

システム

フ ァ イ ル(1)

専門家

A

情報

システム

フ ァ イ ル(2)

必要情報

専門家
A

情報

システム

フ アイ ノ只1)

専門家

B

第11図 国 際 情 報 の マ ン ・マ シ ン ・シ ス テ ム

必要情報

この場合、専門家を通す ことiこよって必要情報への接近が飛躍的 に早 くなることが期待で き

る。

(ii)ボ ラ ンテ ィアの活用

第1章 で述べた米国のEFSの 例、又はこの章で も時折触 れてきた ボランティアの活用で

ある。本来的なVolunteerの 意 味はともか く、個人の意志で、好 きだか ら○○国のことを

調べているとか、好きだか ら○○国の人達とは合 っている とか、 ××市 と姉妹都市 にな って

いるとか、△△国との因縁で 日△協会を作っているといった活動を指 している。 これは微 力

な活動のように見えるが、セイフテ ィ構造の思想に近 く、活用の仕方によっては大変役立

ものである。

"ii)レ シ プロケーション

国際関係では、 この レシプロケー シ ・ンの理解が難 しく、社会 が違 うと レシプロケーシ ・

ンの内容が違 ってくることがある。 しか しとにか くレシ プ ロカル に、 しか も、 こち ら側か ら

らの情報の提供 といったことが、情報 を得るための基本的な作業 とな る。言語の問題か ら、

相手国側、相手側への情報 の提供が不足 し勝ちであることに注意 しなければな らない。

さて、 我々は、2つ の基本的な考え方 と、3つ の留意点に基いて、微力なが ら、次の各論

で述べ るような実験 システムを作 り作業を進めている。従来は現状の問題点を明き らか にす

る段階 までに留め ていたが、 今後は実験 システムを作 っていくことで、新 しいシステ ムの具

体化へよ り近づ くことが望 しいと考えている。特 に、 この 「情報 のセイフテ ィ構造」につ い

ては多 くの人々に関心を持 ってもらうことを期待 している。

●

■
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各論 情報のセイフティ構造 の確立 と

維持を目指 した具体的展開
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1.1HUISシ ス テ ム の ね ら い

(1)正 確 な情報 と専 門家の活用

我が国では個人のもつ能力に対す る社会的評価が確立 してお らず、 このため 専門家 に活躍の

場が与え られなか った り、専門家の不足を招いた りしてお り、情報のセイフテ ィ構造の確立の

阻害要因になっていることは前に述べた とお りである。我 々の日常活動において情報 の不足を

感 じる場面が少な くない。例えば、 ブラジルへの海外進出を計画 してお り、現地 の外資政策に

ついて知 りたいとす る。 ブラジルの外資政策そのものであれぽ、関係機関に問い合わせること

に より容易に知 ることができるが、 ノウハ ウ的なものを含んだ運用の実態 となると、途端に情

報の糸が切れて しまう。

HUISシ ステムにおいては、活躍の場に乏 しい専門家を最大限に活用す ることによって、

公式情報では得 ることのできない正確な情報を入手 し、我 々の行動や判断を適確なものとす る

ことが最大のね らいである(第1.1図)。

次 に、専門家 のどのような能力に注 目して、正確

田ls∠ 離
システ・ ← ㊥

正確な情報

利 用 者

公式情報

公式機関

第1.1図HUISシ ステムの位置づけ

/地 域＼

/
主

題

一 一 ー 一 一

l

l
I

l

第1.2図 地 域 と 主 題 の マ ト リ ック ス

ノ

(2)

な情報を得 るか につ いて考え る。我 々は国際的な視

点か らの正確な情報を必要と している。従 って究極

的には ヨコに地域(ア メリカ西部、 イン ドネシア、

イランな ど)、 タテに主題(政 治、経済、文化な ど)

のマ トリックスを考えて、 このマ トリックスの各項

目に専門家が対応で きることが望Eし い(第L2図)。

また、専門家 として注 目される能 力は、

① 本人自身が特定地域、特定主題に精通 している

(専 門知識 ・ノウハウを もつ、情報が読める、情

報 の見当がつ くな ど)こ と 。

② 特定 の外国人とつなが りを もつ とか、 うらの情

報ネ ットワークとコンタク トがあるな どに より、

独 自の情報収集のルー トを もつ こと。

③ これらの能力を もつ専門家を活用す ることがで

きること。

などが挙げ られ、 どのタイ プの専門家であってもシ

ステ ムに組み込んでお く必要があ る。

人間連鎖(人 のつなが り)の 重視

一25一
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このHUISシ ステムでは、専門家を発掘す るに当た って、 メンバー間のネ ットワー クが緊

密である、一つの組織を母集団 として出発する。 まず最初に、母集団の各メンバーは専門家と

して登録される。次に、母集団内の専門家だけでは不十分なことが多いため、 母集団以外の専

門家 と発掘する必要があ るが、 この際 に人のつなが りを活用 して専門家の数を増大 させ る方法

をとる。すなわち、 母集団の各 メンバーが何 らかのつなが りに よって活用できる可能性がある

専門家をシステムに登録す るのである(第1.3図)。

母集 団のメンバーと全 くつなが り

.のない有能な専門家 も数多 く存在

するが、これ らの専門家について

は メンテナ ンスが難 しい こ とと

ノウハ ウ的な情報まではなかなか

教えてもらえないことなどの理 由

によ り、 当面は対象か ら除外す る。

人生においては人 のつなが りが

できる出会の場面は無数に存在 し

てお り、主なものだけで も以下 の

ような ものが考え られる。

○

組織 のつなが りと考え られる。

○

○

○

○

○

○

○

○

母集団内の専門家 母集団以外の専門家

人のつ なが り

!A1、
、

第1.3図 人 のつなが りをベ ースにした専門家集団

仕事を通 じて出会 う。 これは最 もポピュラーなケースであ り、個人のつなが りとい うよ り

活動の場(学 会、委員会、作業部会など)が 回 しである。

同好の士(テ ニス、剣道、 山、 囲碁、 音楽 など)で ある。

同時期に海外の同じ地域(国 あるいは都市)に 居住する。

同 じ釜の飯を食 う(海 外調査団、研修寮生活な ど)。

同窓生である。

教師と生徒 の関係である。

同期生である。

家族を経由 してのつなが り(血 縁関係、夫人の出身校や子 どもを介 してのつなが りなど)

が ある。

○ 家が近所である。

母集 団以外の専門家を具体的にシステムに登録す るに当た っては、第1番 目に

一26一
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○ 名 刺

○ 年賀状

O住 所録

○ 電話帳

な どが 手が か りとなる。 しか しなが ら、 前に挙げた ような数 々の出会 いの場面を逃が さない

ため、第2番 目に

○ 委員会 の作業 レポー ト

○ 学会名簿

○ 同好会名簿

O日 本人会名簿

○ 海外調査団 レポー ト

○ 研修 レポー ト

○ 寮生名簿

○ 同窓会 ・卒業生名簿

○ 同期生名簿

○ 師弟関係

○ 血縁関係

○ 家族の関係

な どをもれな くサ ーチ しなが ら、発掘作業を進める必要がある。

(3}メ ンテナ ンスの容 易性

情報システムを構築 したが、その後の稼動が思 うに任せない例を 数 多 く見 か け る。その殆

んどの場合、 メンテナンスの困難 さが大きなネ ックとなっている。そこで、このHUISシ ス

テムでは、 メンテナ ンスを うまく行 うことが成功の秘決と考え、次のよ うな配慮をする。

第1に 、人間を積極的に情報 システムに組み込むことによ り、メンテナ ンスはで きるだけ人

間が吸収す ることに して、 コンピュータシステムの メンテナンスを極 力抑える。すなわ ち、人

間の記憶の入れ替えが メンテナ ンスの機能を代行 して、実際 の作業を殆ん ど伴わな い。

第2に 、最少限必要 となるコンピュータシステムのメンテナ ンスにつ いて も、随時、簡単に

行 うことができるようにオンライ ン端末機を利用 して、 プログラムも会話型 とす る。

第3に 、すべ てのデータがそろってか らシステムが稼動す るというのでは、 システムの機動

性が失わ れるため、 当初は 少量 であ っても随時 データを増加させなが らシステムの利用サー ビ

スを併行させ る。すなわち、既 にあ るデータを中核 にして自己増殖的に無理な くシステムの拡
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充を図る。

1.2HUISシ ス テ ム の 設 計

(1)HUISシ ステム概要

HUISシ ステムは コンピュータシステム(デ ー タベース、 プログラム、オ ンライ ン端末機

などか ら構成される)と 母集団のメンバ ー及び専門家の集団か ら構成されてお り、 これ らの構

成要素 の協力のもとに機能す るマ ンマシ ンシステムである(第1.4図)。

コンピュー タシステムのオ ンライン端末機は システムの利用及び メンテナ ンスの際に使用さ

れるが、移動性を考えれば電話接続型のものが望まれる。

このシステムの利用者 に問題が発生 してか ら解決 に至 るまでの手順は次 のようになる。

① 問題を解決 して くれる可能性のあ る専門家を探すため に、端末機の前に座 り、利用 プログ

ラムを用いて検索を行 う。

② システムか らの回答を受け取 り、該当する専門家 とつなが りのあるメンバーにその専門家

との コンタク トを依頼す る。

③ 専門家 とコンタク トを図 り、問題を告げ て解決策を見い出す。

国
俗
、

、

第1.4図HUISシ ス テ ム の 構 成
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また、新 しい専門家が発掘された とき(あ るいは既に登録 されている専門家 の情報につ いて

修正の必要が生 じた とき)の 手順は次のとお りである。

① 新 しい専門家についてのインプット項 目・(既に入力 されている専門家 の修 正項 目)を 、 メ

ンバーがデータシー トに記入する。

② データシー トに記入された データを管理者が端末機か ら、 メンテナ ンスプログラムを利用

して入力する。

(2)HUISデ ー タベース

ある人物が専門家であ り、かつ専門家 とつなが りをもつ場合、一応第1.1表 に示す ようなデ

ータ項 目を入力す ることが考え られる
。 しか しなが ら、 メンテナンスの容易さを考えると、デ

ータ項 目はで きるだけ少ないことが望ましい
。 このため、次の ような対策を考える。

第1.1表 デ ー タ 項 目 一 覧

変化 しに くいもの 変化しやすいもの

名 前 住所、電話

生年 月 日 所属(会 社、官庁、学校、研究所)

出 身地 部署

明確なもの
.

家族(父 親、妻、子供 兄弟…)

〉

職務

学歴、専攻、先生、研究室 経歴、海外渡航歴

資 格 委員会、審議会、調査団

趣 味 業界団体

職 業(主 たる収入源)

所 属 集 団 興味、関心を持っている事柄

私 的 グループ

研 究 会 情報を収集しているもの

趣 味 グループ 読んでいる雑誌、新聞、本の

必ずしも 人 脈 範囲

明確ではない 人間関係"誰 々さんを知 っている"

もの 関係 の 強 さ

親友、知人

同窓生、先輩、後輩

面識がある

知 的 守 備 範 囲

研 究 テ ー マ
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す なわ ち、第1に 専門領域に関するデータ項 目(専 攻、経歴、海外渡航歴、知的守備範囲、

興味 ・関心を もっている事柄など)は すべ て専門領域(よ り正確には専門のテーマと地域)に

翻訳する。第2に 、人のつなが りに関す るデー タ項 目(先 生、調査 団、所属集団など)は 十分

なサーベイによ り人のつなが りに翻訳す る。 この ように、事前に徹底的に翻訳 の努力を行 うこ

とによって、実際にシステムに入力しなければな らないデータ項 目は非 常 に 少 くな り、次 に

示す情報 だけを入力すれば間 に合 うことになる。

① 専門家 としての情報

氏 名

職 業

専 門 領 域

② 人のつなが りに関する情報

ぽ 先

に マ

ぱ 離 しての繍
また 、 フ ァイル構 成を考えるときには、専門家 としての情報の部分が重複 しているので、実

際には第1.5図 に示す ような専門家 ファイルと人のつなが りファイルの構成 になる。 次に、そ

れぞれのデータ項 目について簡単に述べる。

① 氏名……カタカナを用いる。 ただし、外国人な らばアルファベ ットを用いる。

② 職業……組織 としてのつなが りを推測させる情報 として重要である。勤務 先は カタカナを

用いる。業種は コー ド化 した ものを用いる。 日本標準産業分類 をベースにして作

成 した業種 コー ド表を第1.2表 に示す。

③ 専門領域……この情報の適確 さがシステムの精度を決定するほどの重要なデータである。

テーマは コー ド化が望 ましい。 テーマの分類の仕方は粗す ぎれぽ使いものにな ら

ないし、逆に細かすぎれぽデータの入力や検索が大変になる。 この意味で、ある

省で使用 している主題分類は大いに参考になるので第1.3表 に 示 す。地域 もコ

ー ド化 して用 いる。国については国連 コー ドを利用す る。 アメ リカの ような国に

な ると都市別、地域別 も必要 にな ってくる。

④ つなが りの程度

……3段 階 ぐらいが適当である。 すなわち、

○ コンタク トが可能であ り、 全面的な協力が期待できる。
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(*)印 は くり返 し項 目

第1.5図HUISデ ー タベ ー ス の フ ァ イ ル 構 成

第1.2表 業 種 コ ー ド表

コー ド 業 種 コー ド 業 種

01 農 林 水 産 業 40 商 業
10 鉱 業 50 金 融 ・ 保 険 業

15 建 設 業 59 不 動 産 業
60 運 輸 業

18 食 品 工 業 67 通 信 業
20 繊 維 工 業 70 電 気 業

24 パ ル プ ・ 紙 工 業 71 ガ ス 業

25 出 版 ・ 印 刷 業 81 放 送 業

26 化 学 工 業 85 広告・調査 ・情報サービス業

27 石油製品 ・石炭製品工業 88 医 療 業

28 ゴ ム 製 品 工 業 91 教 育
30 窯 業 93 学 術 研 究 機 関

31 鉄 鋼 業 94 政治 ・経 済 ・文化 団体

32 非 鉄 金 属 工 業 96 在 日 外 国 公 務

33 金 属 製 品 工 業 97 国 家 事 務

34 一 般 機 械 工 業 98 地 方 事 務

35 電 気 機 械 工 業 99 そ の 他

36 輸 送 用 機 械 工 業
37 精 密 機 械 工 業

39 そ の 他 工 業
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○ コンタク トは可能であるが、協力が得 られるか どうかは不明である。

○ 面識はあるが、 コンタク トは難 しい。

の3段 階であ り、 コー ド化 した ものを用いる。

最後に、専門家の動向についてはつなが りのあるメンバーが常時把握 してお く必要があ り、

少 しで も変更があれぽ迅速に メンテナ ンスを行わなけれぽな らない。 このことが、 システムの

信頼度を高め、 システムの寿命を長くす ることにつなが ってい く。

第1.3表 主 題 分 類 表

経済協力・援助 260

ポ リ シ ー 261

国 内 問 題 100 資金 ・資本協力 262

技 術 協 力 263

政 治 110 開 発 調 査(263) 264

外 交 111 人 的 交 流(263) 265

軍 事 112 貿 易 270

国 内 政 治 113 ポ リ シ ー 271

開 発 計 画 114 日本か らの輸出 272

経 済 ・ 金 融事 情 120 日本 へ の 輸 入 273

国 内 事 情 121 民間海外投資 280

経済 ・金融政策 122 資金 ・資本提携 282

財 政 123 技 術 提 携 283

対 外 資 政 策(132) 124 開 発 調 査(283) 284

貿 易 政 策(132) 125 人 的 交 流(283) 285

産 業 事 情 130 業 務 提 携 286

国 内 事 情 131

産 業 政 策 132

社会 ・文化 ・自然 140 第 三 国 間 問 題 300

社会 ・文化事情 141 政 治 310

対 日運動 ・感情 142 外 交 311

自然(現 象) 143 軍 事 312

経 済 ・ 金 融 320

外 資 政 策 324

対 日 問 題 200 産 業 330

社会 ・文化関係 340

政 治 210 経済協力援助 360

外 交 211 ポ リ シ ー 361

軍 事 212 資金 ・資本協力 362

経 済 ・ 金 融 220 技 術 協 力 363

外 資 政 策 224 開 発 調 査(363) 364

産 業 230 人 的 交 流(363) 365

社会 ・文化関係 240

対 日運動 ・感情 242

㊨
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(3)HUISプ ロ グラム

プログラムは大 き く利用 プログラムとメンテナンス プログラムに分け られる。

利用 プログラムに対 しては、次のような機能が要求 される。

① 専門領域を指定 して、専門家及びつなが りのあるメンバー、つなが りの程度が得 られる。

② 職業を指定 して、 専門家及びつなが りのあるメンバー、つなが りの程度が得 られる。

③ すべ てのメンバーの専門家 としての情報 とつなが りの情報が得 られる。

④ すぺての専門家の専門家としての情報及びつなが りのあるメンバー、つなが りの程度が得

られる。

⑤ あ らゆ る専門領域 ごとに、 専門家 の情報及びつなが りのあるメンバー、つなが りの程度が

得 られる。

利用 のしやす さのことを考えれば、利用 プログラムは会話型が望ましい。

メンテナ ンスプログラムに対 しては、次のよ うな機能が要求される。

① 新規データを追 加する。

② 専門家の名前をキーに して、職業または専門領域を修正す る。

③ メンバーの名前を キーに してつなが りのあ る人物の情報を修正す る。

メンテナ ンス プログラムもメンテナ ンスの しやす さを考えて会話型が望ましい。

、

●

`
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第2章 パ イ ロ ッ ト・シ ス テ ム ー2KXGESIS"

文献や記事で表わされた情報

の利用

一次情報 新聞スクラ ップ

(撮 影)

一ー ー 一 〉 マイ ク ロ ・フ ィ ッシュ

A

(鷺舞 ⇒

⊥一 一)

二次情報 イ ンデ ックス シー ト クスイデ⑭↓

ユ ーザー)

(新 聞記事1件 毎に対応するインデックスー国名、見出し、ディレクトリ業種、分類等.)一
データベースの作成 デー タベースの利用
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2.1文 献 情 報 の 氾 濫 と 情 報 の 不 足

人類が文字を発明 して以来、文章情報は、常にコ ミュニヶーシ ・ンの手段 として存在 してきた。

当初は1対1の コ ミェニケーシ ョンであったが、 印刷術の発明が、1対 多のコ ミュニヶーシ ・ン

つま り不特定多数を対象 とした文献の出現を生み、現代 のマス コミ文化の発展を可能な らしめた。

文献情報とは、一般に活字 とい うメディアを介 して、多数 の人間に対 し提供される情報と解す

ることができる。具体的には、新聞、雑誌、書籍な どが考え られる。 ここでは、情報の客体 とし

て、一応不特定多数の人間と考え、オープンな情報の流通、つ まり誰で もが入手可能な情報を考

察の対象としてお こう。 したが って、 クローズ化された コ ミニテ ィにおける情報 の流れは問わな

いことにする。

情報洪水 といわれる現代社会において、文献情報の占める割合は高い。毎 日着実 に多種の新聞

が発行 され、おびただ しい数 の雑誌、書籍が店頭に送 り出されている。その数は、何万ともい う

莫大な情報量であ る。 当然、 ラジオ、テ レビ等、活字以外の メデ ィアを介 して提供 される情報 も

膨大な量に達す るが、我 々が情報源として意識 し、かつ利用す るのは出版された ものに依 るとこ

ろが大 きい。 テ レビに しろラジオに しろ、あるいは電子計算機 にしても、その出現時に期待 され

たほどには、我々は情報入手の際に頼 ることは少ない。

しか しなが ら、情報の氾濫が いわれるにもかかわ らず、我 々は 日常生活にお いて利用可能な情

報の不足に頭を悩 ませている。馨 しい情報が存在するにもかかわ らず、現実にお いてはその大部

分が利用 し得 ないま ふに河に流されて しまっているのである。 このことは、我々が生活 していく

上でも、また情報 もエネルギー、物質 と並ぶ貴重な資源であ り、それが有効に利用 されるぺ きだ

とい う立場か らも決 して望 ましいことではな い。そのことは、あたか も原油が一部のみ利用 され

て残 りの大半が廃棄 されてしまっているのにも等 しい。例えば 日常購読 している新聞を考えてみ

ても、その大部分に目を通 した ところで、当面興味のある点以外の記事は右か ら左へ と通 り抜け

て しま うのである。そ して新たな事項を調べ る必要の発生 した場合、1ケ 月前か らの記事によっ

てその動向を把握 しよ うと しても、到底集め ることは不可能である。 また、一ケ月前のあの新聞

に確かこの関係の記事が出ていた、とい う記憶があ っても、そ の記事を捜 し出す ρは多大な労力

を要することが多い。新聞だけに限 らず、雑誌、書籍においても多かれ少なかれ、誰 もが同 じよ

うな場面に出会 うわけである。 おそ らく、本人の主要な関心 のある分野であれば、 さした る苦労

もな く必要とする情報を雑誌、書籍などか ら手に入れることも可能であろ う。 しか し専門分野以

外の事 に関す る情報、あるいは新 聞の ような一般的な情報の集合 を情報源とする場合は、お手上

げになるか、 もしくは非常な労苦をせざるを得ないのが実情であろう。
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2.2文 献 情 報 と セ キ ュ リ テ ィ

我が国 の安全保障問題を考える場合、海外の実態を常に熟知 してお くことが重要であることは

論を待たない。戦争という極限状態を考えるまで もな く、貿易 とか経済協力といった経済面にお

いても対外的に接触せ ざるを得 ない場合に、その当該相手国に関す る情報は必要不可欠である。

特に我が国の海外依存度の高さとい う特殊性を考慮するな らば、その生命線としての重要性は非

常に高い。 例えば、技術移転 の1つ のプロジ'エク トを実施す る際においても、 プランニングの段

階か ら施工に至るまで、 ニーズの把握、労働力 ・労働 レベルの把握、物資 ・資源の調達など予備

的に調査 してお くべきことは数多 く存在す る。そ して多 くの場合、我が国にお いてはそのプロジ

ェク トのたびに現地調査団を数次にわたって派遣す るということを繰 り返 してきた のである。

もちろん、事を起こすにあた って現地の状況を調査す ることは重要であ る。その 目的で調査団

を派遣す ることもやむを得 ない一面 もあろ う。 しか しなが ら、その調査によって得 られた情報 の

大部分が、おそ らく日本国内においても探 し出せば入手不可能であ ろうと思わ れるのである。企

業内情報な どは入手の困難 な面が存在するにしろ、公開された情報源であ る新 聞、雑誌、書籍 の

中にもおそ らく有用 と思わ れる情報が数多 く含まれているであろ うことは容易に想像 し得 る。た

だ公表された情報を有効に活用できないところに問題点があるのである。それ らの資料を見つけ

だす労苦 とコス トパーフォーマスンの悪さか ら、結局現地調査を行なわざるを得ないというのが

実情であろ う。 もし国内での予備調査を効率的に為 し得 るな らぽ、現地への調査 も3回 のところ

が2回 で済むであろ うし、 より適確 に実態を把握できるのである。

現実は、情報は存在 しているに もかかわ らず、手の届 く処にはないので ある。わが国 の新聞の

情報把握の的確さは国際的にみ ても優 れているにもかかわ らず、そのメ リッ トを享受で きない。

新聞や雑誌 といった一次情報はそのままの形態で利用することができないか ら、二次情報を作成

し、それに対 して計算機 にしろ 手に頼 るにしろ検索することになるが、我が国では、文献情報

に関する二次情報の作成 とその流通利用が甚 だ遅 れているわけである。諸外国、特に欧米にお い

ては、科学技術論文 のデータサービスは、著名なMEDLARS(米 国医学文献情報サービス)

を は じめとして様々な情報が コンピュータネ ットワークを通 してサー ビスされているし、経済情

報、新聞情報にしても同様である。 海外情報専門のデータサー ビスは計算機を介 してサービスは

されていないにしろ、サマ リー作成等の二次情報作成提供のサー ビス機関は数多 くあ り、それぞ

れが長い歴史を持ち、国際的に も高い評価を受けている。
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2,3文 献 情 報 の 組 織 化 と 流 通

文献情報(新 聞、雑誌、書籍)の 二次情報を作成す るにあた り、問題となってくるのは、いか

に情報 の組織化を行ない、その流通を図るかとい う点である。

文献情報の二次情報 としては、表題、 コー ド、サマ リー、キ ーワー ドなどが考え られ よう。科

学技術論文などを別 にすれば、二次情報の作成者は一次情報 の作成者とは異なる場合が多 く、様

々な一次情報か ら二次情報を 自らの意図によって抽 出す るわけである。そこに文献情報の組織化

の難 しさが存在す る。 当然二次情報作成の基準は存在す るとしても、作成者の主観がその際に入

り込む余地がで きる。例えば、新聞情報か らキーワー ドを抜 き出す ことを考えても、その時点で

は将来 どういった意図で検索が行なわれるかを予測す るのは困難なことが多い。つま り、 現在 の

問題点 とともに、 将来の問題意識を も予想 しうる人間がキー ワー ドを抜 き出すことを要求される

のである。即ちそ こには二次情報作成者に依存す る割合が高 くなるのである。 この二次情報 の属

人性は統計情報の検索 システムとは異な り、文献情報に主 として存在す るものといえ よう。新聞

情報は、論評 の部分を別に して事実報道の部分を考えれば、最 も客観性を有 している ものであろ

うが、 サマ リーな りキーワー トを作成する際に属人性を帯びた二次情報ができて しまうのであ る。

もちろん、システ ム全体と して調和のとれた二次情報 の集合がで きれば問題な く、例えば東欧関

係に強いシステムとか国際金融に強いシステムとかいった特色 のあるデータ集合 として有効であ

るが必ずしもシステムに統一性を持たせ ることは容易ではない。結局、二次情報作成者 の資質、

経験の問題に帰着 されよう。

次に問題にな るのは、その文献情報 の組織化を、 コス ト的な意味も含めて誰が行な うのかとい

うことである。 こういった情報システムは、単体 としては意味はな く、ある程度著積されてこな

いとその有効性が 高ま らな いのであるか ら、継続的な メンテナ ンス体制が必要 となって くる。 し

かも先に触れた ように、その二次情報作成者にはかな りの高い レベルの資質、経験が要求 される

ので、それに伴な うコス ト負担、特に人件費の問題を解決す ることは容易ではない。情報に対す

る需要が非常に高ければ、産業としても成立可能であろ うが、現在の我が国の情報需要をみる限

り、それほどの旨味があろ うとは考え難い。欧米にみ られるよ うな長い歴史と高い信頼性を持つ

二次情報 ファイルであれぽ、海外市場を獲得す ることによ り需要の拡大を図 り、 コス ト吸収で き

る可能性 も高くなるが、我が国のように過去において情報の組織化の経験 も殆ど皆無 であ り、情

報に対する価値感 の歴 史も残い処では、 困難 なことは明白であ る。民間セ クターの情報セ ンター

などで二次情報の組織化をすべ て吸収できるとは考え られず、従 って国家的、公共的な何 らか の

方策が望まれる。例えば、一次情報の作成者に対 し、二次情報の作成を容易な らしめ るべ く規格

的な ものを設けるとか、イ ンデクサーなどの二次情報の作成者の育成、テーマによっては公的機
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関による二次情報の作成などが考え られよう。

情報の流通を図ろ うとい う議論 の際 には しぼ しぽ話題にされることであるが、その財 としての

評価が問題となってくる。文献情報につ いても同様の議論が必要であるが、 ここでは詳 しい議論

は行なわず、わが国の現状にあっては、利用者側としての二次情報に対する評価が低 いこと、言

い換えればそ の価値を高 く認める必要があることを指摘するに止めてお こう。

最後に、文献情報の組織化に関する特殊な問題点 として日本語情報処理を挙げ ておこ う。検索

のキーとして、キーワー ドを使用 した り、 コー ド付けによる場合 には、 コンピュータ化するにあ

た り日本語の特殊性は さほど問題 とはな らない。一般 の検索技術がそのまま適用されるか らであ

る。一方、サマ リーに対 して構造解析を行ないイ ンデ ックス作成を行なった りす る時は 日本語の

文法処理が問題となってくる。 さ らに、意味による検索を可能にす るぺ きシ ソーラスファイルの

作成が同義語 の多い日本語においてどう扱わ れるかが検討を要することであろう。

2.4GESISシ ス テ ム の 概 要

前節まで海外問題に関する文献情報の必要性及び重要性について述べ てきたが、我 々は このよ

うな認識 のもとに、海外問題に関す る文献情報を蓄積 して活容するためのパイ ロットシステ ム

(GESISシ ス テム)を 開発 してきた。以下、GESISシ ステムの概要について述べ る。

(1)GESISシ ステムの目的

経済協力や技術協力の計画、実施に際 して、パ ックデータとして対象国に関する一般的な情

報を広 く集めることが要請される。GESISシ ステ ムでは、発展途上国の一般 的な動向、経

済 ・技術協力に関する我が国、先進諸国、国際機関の動き、民間部門における資本 ・技術 の海

外進出の動 向な どの諸般の事情に関する情報の提供を大きな 目的に している。従 って必要 とす

る情報範囲はかな り広汎な領域 とな り、その範囲を明確化することは難 しい面 もあるが、取 り

あえずは記事になっている海 外 問 題 に関す る一般情報を手始め として、次第 にその範囲を拡

げてゆ くことにする。

すなわち、当面の対象情報は

① 新聞(朝 日、毎日、読売、 日経、 日刊工業、 日経産業)

② 雑誌(エ コノ ミス ト、東洋経済)

③ 海外関係の定期的 パンフ レヲ ト

④ 公電、公文

⑤ 政府 内の随時印刷物

とす る。
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(2)GESISシ ステムの構成

GESISシ ステムの全般的構成を〈第2.1図 〉 に示す。

1次 情報としては、新聞を始め とす る各種 の記事の切 り抜きを使用する。実際には記事をス

クラ ップブックへ貼付 して、それをマイク・フィッシュ化して検索対象 とす る。

検索のキーとなる二次情報(イ ンデ ックス シー ト)の 作成はマニュアルで行い、 デ ィスクフ

ァイルに蓄積するo

利 用者は端末機の前に座 り、二次情報をサーチする。必要があれば原資料が写 っているマイ

クロフィッシュのコピーを得 ることもで きる。

なお、GESISシ ス テムの一次情報 ファイル、二次情報 ファイルを具体的に作成するまで

の作業のステ ップはく第2.2図 〉 に示す よ うに

(作 業1)新 聞 の切 り抜 き

(作 業2)イ ンデックスシー トの作成(第2.3図)

(作 業3)デ ー タベースの作成

(作 業4)マ イ クロ・フ ィッシsの 作成

が必要である。

一次情報

(撮影)
一

(叢叢 ⇒

⊥一 ー
二次情報

(パンチ)
一

ユ ーザ ー)

(新 聞記事1件 毎に対応するインデックスー国名、見出し、ディレクトリ業種、分類等)一
データベースの作成 データベースの利用

第2.1図GESISシ ス テ ム
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[当 一 ・
新 聞、雑 誌、パンフレ7ト

(作 業1)

記事 の抜 き出 しとス クラ ッ

プブ ックへ の貼 付

一 →

スク ラ,プ ブ ック

Vo1、No.× ××

Page>◇ く

(作 業3)

インデ ックスデータベース の

作成

マイ クロフィッシュ割付 表 の

作成

(作 業4)

マイクロフィッシュの撮 影

－n■n■

マイクロフィッシ』

割 付 表

＼
⑤{亙

[
第2.2図 デ ・一一タベ ー ス作 成 まで の 作 業 フ ロ ー

(作 業3)と(作 業4)は 完 全に機械的作業であ り、単なるルーチ ンワー クとして処理可能

である。 また計算機機 能の充実 とマイクロフ ィッシュ利用の一般化 に伴な い、ハー ドウエア コ

ス トの低減化が予想 されるので これ らの作業 ステ ップは大 きな問題がない。

一方
、人間が介入す る(作 業1)と(作 業2)の ステ ップは、従来 ともすれば軽視されてき

たが、本当は システ ム全体 の成否にかかわる重要な部分である。すなわち一次情報 の抜 き出 し
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第2.3図GESISの イ ンデ ッ ク ス シ ー ト

と二次情報への変換は どうしそも個人的な問題意識に頼 らざるを得ず、属人的な システムとな

る可 能性が大きい。 これは、文献情報システム一般 につ いて共通 して問題 とな ることであ り、

情報選択者、イ ンデ クサーの育成 ・充実が望まれる。 長期的、継続的に作業に当た らせ ること

によ り、徐々にその検索カバー能力を高めることが必要である。 計算機に よる自然文の構造解

析に よりキーワー ドを抜き出す ことも考え られるが、現在の技術 レベルでは実用に供すること
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はできず、近い将来にも実用化のメ ドも立 っていない。 また可能性が出てきて も自然文の入力

の問題、つま りパ ンチで入力するには コス トパーフォーマンスが悪すぎると考え られ、高度な

かつ安価な漢字読み取 り装置が出現 しないことには、 システムに採用す るには難 しいであろ う。

(3)GESISシ ス テムの検索技法

一般 に
、情報検索において採用される方法は次の3通 りである。

① 自然文で行 う。(一 次情報に対 して行 うものとサマ リーに対 して行 うものがあ る)。

② キーワー ドで行 う。

③ 分類体系(あ らか じめ用意 された コー ド)

に より行 う。

この中で①はまだ実用化には難 しい点が数多 く残 っているため、 当面は② と③が主力となろ う。

両者 には一長一短があ り、まとめ ると表4.2の よ うになろ う。

GESISシ ステムでは一応、分類 による検索 とキー ワー ドによる検索 とを併用す る。両者 の

特徴はそれぞれ長短あ り両者でかな りの範 囲を カバー し得 ると判断されるか らである。 今後業

務量の増大に伴ない、また計算機による文章解析が進む ことによ り変わ り得 る可能性はあろ う。

分類 コー ドによる検索は以下 の項 目によ り行 う。

表4.2キ ー ワー ド方式 と分類 体系方式 の比較

キ ー ワ ー ド 分 類 体 系

検索 される情報 よりキーワー ドを 分類付けするのも高度の知的作業
入力 ミスの

抜 くと、キーワー ド作成は高度の であるが分類が粗ければ入力 ミス

問 題 知的作業を要 し、入力 ミスの生ず
は減 る。

る恐れがある

パンチ量が多いため、 また 日本語 パンチ量は少な く物理的 ミスの発

物理的 ミス の場合表現方法が多種類あるため、 生す る確率は小さいが、チェック

への対応 物理的 ミスによる誤検索の恐れは 方法に問題がある。
多い

検索 ミスへ 入力時の ミスがなけれぽ、検索時 分類の不適切さから生ずる検索時

の 対 応 に ミスは考え られない の ミスの可能性が大きい。

索引誌 の提供、 シソーラスの提供 複数個の分類体系分類間 のクロス ・

そ の 他 が必要 になる。完全な シソー ラス リファレンスが必要 になる

の提供は不可能

一
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θ

① 地域(主 体(=from)と 客体(=to))

② 国(主 体 と客体)

③ 国際機関(主 体)

④ 業 種

⑤ 主 題

⑥ 書誌的事項

分類 コー ド付けばその作武者に よる偏 りをみ る可能性が大きいため、異な った グループに属

す る人間が 同じ情報に対 して コー ド付けを行 った り、かな りの長期間(半 年程度)同 じ人間 に

コー ド付けを させるとい うことを試験的に行な う必要がある。

また分類 体系を工夫 して複数 のものを用意 して・・る・各分類事項間に同義性・関連性を持た

せてお き、 コー ド付けに際す る主観を排除することを考えている。 コー ドという数字表現は、

パンチ ミス、 コー ド付け ミスのチ ェックが しに くいので、入力時にredunduncy(冗 長 性)

を もたせ てこれ らの ミスを防止するとい う効果 もあ る。

キーワー ドによる検索項 目を次に示す。

① 企 業 名

② 機 関 名

③ 人 名

④ 見出し中のキーワー ド

先にも触れた よ うに、キー ワー ド法においてはキーワー ドの抜き出しが高度の作業にな り、入

力 ミスら発生す る恐れが出て くる。 これを補 うために、見出しの全文イ ンプットとその中か ら

キー ワー ドの自動作成 を行 っている。 また、利用者へ索引誌を提供 し、利用 の便を図っている。.

(4)GESISシ ス テムの問題点の検討

GESIS・ システムの検索 システムの問題点 としては以下の ものが挙げ られる。

① 主題分類が適切か。

② キー ワー ドを見出 しのみに頼 って十分か。

③ シ ソーラスファイルは不要か。

第1の 分類 の程度はあま り詳細に しす ぎると入力の際(コ ー ド付け の際)に 発生す るエラー

が大きくな りす ぎ、また反対に大分類 にしすぎると利用者が必要 とする情報以外に ノイズの発

生する率が高 くな り、不必要な 出力も得 られ使用効率が下がるとい う排反的な要素を持 ってい

る。従 ってこの システムにおいては、分類体系を複数個持つことと、キー ワー ド方式 との併用

によ り、その欠点を改善 しよ うとするものである。 今後は分類体系の整理、階層化 も必要 とな



ってくるであろ う。

第2の キー ワー ドの問題については、一般 に見 出し部分の代表性は本文に対 して80%と い

われているが、キーワー ドのと り方、略語処理のtず さに より50%程 度 に低下す る場合が数

多 くある。従 ってキーワー ド方式 のみでは検索 し落す確率が非常に高 くな りカバー率が悪 く使

いものにな らないケースも出て くる。そ こで当システムでは分類体系との併用に よりこれを救

お うとするものである。 本文か らキー ワー ドを拾 い出す ことは、 高度の知的作業にな り、それ

だけの技術者 も少ないため、素人に頼ることに対する不安は大きい。 またサマ リーを作成す る

ことにも、サマ リの作成、 キー ワー ドの抜き出しと2段 階の作業 に分か れるので、科学技術論

文など概要を記すことが習慣にな っている特殊なものを除いては、検索漏れ、 ノイズともに出

現確率が高 くなってしまう。

第3の シソーラスファイルの必要は もっともな問題である。 しか しなが ら現実 問題として、

日本文の場合カナによる完全なシソーラスの作成は同音意義語、同義語が多 い関係上不可能で

あ ろう。 また コス ト的(人 的、資金的)に も困難である。そ こで、 シソーラスのかわ りに索 引

誌をユーザーに提供す ることによ りカバ ーす ることにした。索引誌さえ整っていれば、将来シ

ソーラス処理が実用 に供 されたお りにもクロス ・リファレンスは可能と思わ れる。

(5)GESISシ ス テムの将来の方向

検索方法につ いて現在の理想的な方向としては、漢字、 カナによる全文インプッ トを行ない

主題分類 による検索 と、構造解析に より全文中か らの自動的に抽出されたキーワー ドによる検

索が要請されるであろ う。現在 の技術 レベルでは必ずしも近い将来に実現 しうるとは判断 し難

い。そのため には以下の事が必要 となって くるのであろ う。

① 入力時の問題解 消、つ ま り一次情報全体 という膨大な情報をパ ンチによ り入 力す るのは無

理があ り、 高速、安価なOCRが 出現す るか、 もしくは新聞社 とオンラインネ ットワークを

結ぶか原テープを入手するか の方策が必要であろ う。

② 端末か らの漢字利用が可能 となること。 一般に現在のTSS端 末 で利用できるのは英数字

とカナに限 られるため、安価な漢字デ ィスプレイと漢字、 カナを扱い うるソフ トウエアがT

SSで 稼動 しなけ ればな らない。

③ キー ワー ドを自然文か ら自動的に抜 き出せる技術が必要であ る。特に日本文 の場合英語等

と異な りその切 り出しは理論的にも難 しいものが あろ う。 またわが国独 自で開発 しなければ

な らないとい うデメ リッ トもあ る。

以上 の様な観点か らTSSで 利 用 し得 るシステムとしては、漢字、 カナに よる全文入力と

い うのは難 しい。次善の策 としては、 カナによるキー ワー ド、 シソー ラス利用を考え うるが
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前述 した ように日本語の特性か らみ て適 当とは言い難 いであろ う。現在のところ見 出しキー

ワー ドと主要事項につい ての分類 コー ド方式 の併用が最 も好 ましい方法であろ うと考え られ

るo

次 に一次情報の収獲方法の問題があろ う。 つま り無理 に情報を集中す る必要はないともい

えるか らであ る。 コンピューコネ ットワー クの利用 も推進 されつつあ り、一次情報の発生源

でのデータの組織化が為 されれば、莫大な量 のデータベースを保有する必要はな くなるので

あ る。 したが って、 コンピュータネ ットワー クでの文献情報 の流通 も検討する必要があろ う。

しか しなが らネ ッ トワーク下にお いても、二次情報作成 の属人性、主観性は一 層促進され

る傾向にあ り、ある種のユーザーにとっては非常に有用なデータベースも他のユーザ ーには

使 いものにな らないとい う事 も起 こるであろ う。 二次情報作成に際 しての客観性を主張する

よ りは、かえって属人的なある種の価値基準に特色づけ られた システムが存在す る方が良い

のか も知れない。 その場合 も、エ ン ドユーザーにとっては コンピュータネ ットワー クが存在

していることは有効な手段 となろ う。

、

●
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第3章 パ イ 『ロ ッ ト ・プ ロ ジ ェ ク トー1XXCUCEP"

国家間の文化の交流

○ ○
外国人とのコン

タク トの仲介

CUCEP

セ ン タ ー

国内での便宜供

与討論の場の

提供

口 口

情報を中心と

した補給活動



・

◎

◆

●

・
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3.1CUCEPプ ロ ジ ェ ク トの 背 景

日本文化 の特性 として、他文化の内容を取 り入れる事 については きわめて敏速であ り、その定

着の度合が強い事が挙げ られよう。 この点 日本歴史をふ りかえってみれば、農耕、仏教、漢字と

いった伝播物が我 々の生活に定着 している度合を考える とき、 あたか も日本固有の文化現象、文

化財 とみ まこ うほどであ り、 この ような事物、現象は枚 挙にい とまがない。 日本民族 の外来文化

の摂取についての積極性は、上記の古い時代にのみ 限 られるものでな く、時代を大きく飛ば し、

昭和 も戦後の時代に限定 してみ ても、 「民主主義思想」 「経営管理体系」 「ファッシ ョン、 モー

ド」と云 った思想、現象、技法等の酒 々たる流入において見ることが出来る。(現 代 日本におけ

るこれ ら外来文化の摂取があま りに も目まぐるしく、かつ積極的に導入するのあ ま り、そのよう

な文化現象、文化財の存 立につ いて根本的思索をめ ぐらさず一 例えば敗戦を境 として一夜 の う

ちに見事に切 り換 った教育制度等はその実例であろ う 一 しか も民族が一体 となって傾斜す る習

性を指摘す る識者 もいる。)

しか し外来文化の導入 に対する積極性の反面、 日本文化が外部へ流出ないし定着 した事例があ

ったか と考えてみた場合、 日本の地理的特殊性、 日本語 の国際語 としての不適性 もあ って、極め

て限 られた空間、時間を除けば、そ ういった事例は殆ん ど皆無 と言ってよい。定着 どころか文化の

普及活動 のレベルにおいても、近年 ようや く国際文化交流セ ンター、国際見本市 といった設備、

活動が始 まったぽか りであ り、未 だしの感が深い。

このような、 いわぽ 「文化の広報活動」の不足又は欠如が どの ような結果を もた らしているか

といえば、外国で の日本に対するイメージめ喰 い違 いとなって現 れる(今 もって外 国 の 初等 教

育用教科書に現れるチ ョンマゲ、 日本刀着用の日本人 のイ メージが もし、そ のまま定着 し、 日本

文化の現状にふれる機会 のないまま、その教育を受けた人が成人す るとした ら、如何なる結果に

な るかは明白である)。 我 々システムズ、アナリス ト・ソサイエテ ィにおいてここ数年来、経済協

力、技術移転、文化交流の諸問題にと りくんできた海外 グループの構成 メンバー間では、上記の

ような諸外国における日本文化 のイ メージに対す る断絶は、今後益々発展す るであろ う日本人 の

諸外国での活動において決して無視す ることの出来な い問題であ り、出来 るだけ早 く彼我のイメ

ージ
、ギ ャップを埋め合す作業を行 う必要性を共通 して認識するに至 った。 日本 文化セ ンター プ

ロジ ェク トは このような共通認識を基盤 として成 立 している。

3.2CUCEPプ ロ ジ ェ ク トの 内 容

この プロジェク トは、 日本文化 の世界各層、各層への広範な広報活動を 目的 とす る。そ の具体

的活動 の主た るものとしては、 プロジェク トメンバーが直接知己となっている外国人で周囲にか
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な りの影響中を有す る人を ピック ・ア ップし、そ の外国人に定期的旦つ恒常的に日本文化を紹介

するに適当な印刷物、雑誌、"THEFAST"等 を送付す る活動がある。 この活動を紹介す る

のに最 も適切なる資料 として、海外 グルー プ、 コーデ ィネーターの名で出状された本 プロジ ェク

トの自己紹介文(初 めて通信を開始す るとき、各 メンバ ーが書 く書信に添えて出状 している)を

末尾に参考 として添付する。

この紹介文か らも判 る通 り、この活動は個人対個人の関係をベースとしてお り、 しか もその関

係はあ くまで相手の外国人の影響度を測定 し うる関係 において始めて成立す る。現在の所、送付

する印刷物、雑誌}ごついては個々の寄付行為に頼 っているため、各人が送付 の対象と している外

国人は3人 程度に限 られてしまう。(現在欧州、米国を中心 に18名)し か し幸いな事に この活動

が成立す るためのキーポイン トである相手方外国人の選定については プロジ ェク トメンバーが有

す る広範な体験の累積(メ ンバーの留学、出張、駐在を通 じて形成された ヒューマ ン、 ネッ トワ

ー ク及びSAS活 動 の中で日本で親交を得 るに至 った外国人等かな りの数に上る)に よ り相 当数

の対象相手を リス ト・ア ップ出来る。今後はこの リス トを更に拡大 し先進国のみでな く開発途上

国にも対象を広げ、その政府機関、主要産業の要人を リス トに算入する努力が行われつつあるの

で、 これ らが充実されれぽ一層将来性にとんだプロジェク ト活動が期待 される。なおこの様 に送

付対象を広げれば、 当然費用の個人負担 においてなされている現在の方法には限界があ るので壁

に打ち当る事が考え られる。 本来 こういった文化の広報活動は、国際協力事業団、国際文化交流

基金、国際 開発セ ンター といった しかるべ き公的機関になされるぺきものであると考え られるの

で、その意味で当 プロジェク ト活動が果すぺ き役割は、その種の機関による本格的実施に至 るま

での過渡的機能であ り、 パイ ロット、 プロジェク トとして種 々の実験、実績を重ねることにある

と考えている。 もしそのよ うな公的機関による広報活動が実現 される際には、当 プロジェク トの

累積 したデータ ・リス トをそのまま承継 しうる。諸外国の例を見 てもアメリカ(ア メリカンセン

ター)、 オーストラリア、東欧、中国大使館の様に、一定の日本人に対 して個人的に相 当長期的に

刊行物を継続 して送付 している活動例があ り、 日本の公的機関によるこの種の活動は早速具体化 さ

れて しかるぺ きだと考え られる。

また、外国人への送付活動 の他に本 プロジェク トの活動を して我々のメンバーで世界各国 に活

躍中の人 々30名 に対す る補給活動が挙げ られる。 これ らの人々は 日本文化の理解度 において、

周囲の人 々に対す る影響 においてこの人々を通 じての文化広報活動は、極めて有効な活動 とな り

うるものであると考え られる。

さらに、海外への働きかけだけではな く、訪 日中の外国人 の受け入れも本 プロジェク トの活動

の一環 として積極的に行 っている。海外で活躍中の我 々の メンバ ーが現地で知 り合いにな った外
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国人が、我が国に興味を もち来 日した場合 には、我々のもつネ ッ トワークを最大限に機動 させ て

各地での見学、観光、宿泊などに対 して出来 る限 りの便宜供与を与えている。 また、我が国の若

い層 と意見交換などの知的交流を欲す る訪 日中の外国人に対しては、 メンバーが中心 とな って問

題に応 じた適任者を結集させ、真剣な討論の場を提供 している。

(76年1月 ～76年12月 、 メキ シコ、イ ン ド、 インドネシア、 ポーラン ド、 オース トリア、

オース トラ リア)
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第4章 パ イ ロ ッ ト・プ ロ ジ ェ ク トー2"AUCEP"

情報拠点オース トラ リアとの関係強化

●

`

●

oロ

◇

e
○ ・ア ・・ルー ・・ ンパ ー

○ コア ・グルー ブ メンバ ー
に対す る個人的 協力者

」

＼
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● 個 人

コア ・グルー プに よって

個人間 の結 びつ きを深 め る

○ 機 関協力関係をもつ機関
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■

4.1情 報 拠 点 と して の オ ー ス トラ リア の 重 要 性

一般にオース トラ リアといえぽ、資源国とい う観点か ら、その重要性を意識 されているが、おそ

らく、このような素朴な認識 しか もてないことに重大な危機を招 く原因がある。 人 口が過少であ

ることか ら輸出市場に向いていない ことや、労働力確保 にも問題が あ り、 日本としては レシプロ

カルな経済関係が維持 し難い国である。 しか も、資源に しても日本は、長期安定的に輸 入が約束

で きる程には懐が深 くな く、不況になれば輸入をカッ トするしかないとか、国内産業保護 といっ

た問題 もあ り、常に摩察を起 しやす い関係 とな っている。

ところが、我 々は経済問題を経済的手段で しか解決で きないし、又十分な経済的手段を持ち合

せてもいない。何故な らぽ経済活動を支えている情報活動 の機能を十分 に知 り、情報活動をない

が しろにしているか らである。わずかに商社は情報機能の活用を意識 して行 っている。 しか し一

般には18世 紀 に ロスチ ャイ.ル ド家が認識 していた話に も情報の意味を理解 していない。

オース トラリアは アングロサ クソンの国である。確かに英連邦 の一員とい う意味は、われわれ

にとって も、又彼等 自身にとって も、今やあま り意味を もたないか も知れな い。 しか し英語を母

国語とし、ア ングロサ クソン的価値体系を もつ国 としては世界に広 く結びつ くことのできる国で

ある。英本国、 アメリカ、カナ ダ1南 アフ リカ、 ニュージーラン ドといった ネ ットワー クを もつ

うえに、アジアを考えてみれぽ、イ ン ド、 マレー シア、 シンガポール、香港 といった旧英領、現

在の英領に加えて、 タイ、米語であるが フィリピン、 と無数の南太平洋の島 々は英語国 とい う情

報交換可能な世界を形成 しているのである。 日本が大国であるといっても、情報圏 としての日本

語圏は小さな もので しか ない。

今や東南アジアの人 々にとって、留学先は日本 よ りオース トラ リアとなっている。東南 アジア

の政府、民間 の首脳 陣の中にオース トラリア帰 りが次第に増えてきている。

幾つか の分野で東南 アジアの情報はオース トラリアに集 ってきているので、情報拠点 として注

目され始めている。又オース トラ リアか らテ レックスをつないで品質管理す るマ レーシアの工場

もある。情報 に結びつ いたオース トラ リアの重要な意味は他にもまだまだあると思わ れる。

我々はオース トラ リアの このような重要性を認識 した うえで、両国の関係を強化す るための一

助 となるような プロジ ェク トを開始 した。

4.2"ムUCEP"の 仕 組 み

この プロジェク トの基本は、 日本の個人とオース トラ リアの個人とを直接結びつけることであ

る。 しか も、結びつけ ようとす る両国の個人は様 々な分野で優れた見識と影響力を もつことが重

要である。 これは、一 見 した社会的地位や肩書きに よるものではな く本質的な能力である。その
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ために"AUCEP"の パ イロッ ト・プロジェク トでは、4名 の人間 の実力を評価することの出

来るメンバーが、 全 く自由な立場か ら、両国の人々をピックア ップして、相互に情報を交換す る

機会を与え る他、必要があ ると認め られSば 、両国の報道機関を通 じて両国民に有益だと思われ

る会見記事を発表 している。 又、 メンバーは独 自に両国民に対 して個人の立場か ら出版物を通 じ

て情報を提供 している。 これらの活動は全 くメンバーのボランタリーな活動 に基 くものである。

この4名 のコア ・メンバーを囲んで何等かの関係でオース トラ リアと縁のある人 々、オース トラ

リアに関心をもつ者が コネクシ ・ンを維持 している。

"AUCEP"は
、 単に業務 に結びついた短期的な関係だけでな く、 日 ・オ関係を長期的な両

国民の関係に組み立 ててい くために、様 々な知恵を出していこうとするもので、極めて柔軟な仕

組みを もっている。

この仕組みの中で最 も重要なのは、 コア ・グルー プで、現段階では次 のような4名 によつて構

成されている。

① 年 令

② 専 門

③ 職 業

才o

律

済

学

学

問

学

曹

融

　～

類

会

　3

法

経

人

社

新

大

法

金

うち、オース トラリア長期滞在経験者2名 で、オース トラリア人のネ ッ トワークをもち、他の

2名 は 日本人社会にネ ットワー クを もち、何れも、内容の豊富 さとユニークさを もっている。

●

`

4.3今 後 の 展 開

AUCEP:;の コ ア ・グルー プは引続 き両国の有力者を個人的に結びつけ る努力を してい く

が、職業、年令を問わず、様 々な人間の結びつ きの形態を考え てい くことにしてい る。

又、 オース トラ リアとオース トラリア人につ いては、 メンバ ーの中で既 に蓄積されている知識

をもとに、更にアカデ ミックな解析を行い出版物を出そ うとしている。 これが、 オース トラ リア

を 「地域」として研究す る基礎 となるようにす るつ も りで、 今後、大学或 いは大学院にオース ト

ラリアを研究す る講座、教室、研究室が設置できるようにす るたあのステ ップになろ う。即ちオー

■
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ス トラリアとい うと研究対象が乏 しいように思われ勝ちであるが、生物、地質、海洋関係 の自然

科学系の学問の対 象としても、人類学、社会学 といった社会科学系の学問の対象としても極めて

興味深い国であ る。

更に、東南アジアを狭んでいる両国は共同で、東南アジアを研究す ることが 出来るし、又、共

同の プロジェク トを考えていくことができるので、今後の展開の中で、具体的なテーマと人の選

定を行 った うえ実現させるよ うに していきたい。

"AUCEpo・ の
コア ・メンバーは、様 々な政府系機関、民間機関、研究機 関等を結ぶルー ト

を もっているので、幾つか のテーマを数年 内に具体化 させ るつ も りである。

パイロ ット・プロジェク トとしての``AUCEP・ ゐは、 今後、非常に優れた人が見つか れば、

コア ・グループを拡大 しつつ大 きな プロジェク トに していくこともできるし、 又一方では、われ

わ れと同様 の規模で、何か特徴を もった小型の プロジェク ト・グループを幾つか作 っていき、横

に連絡を とってい くことも考えている。

■
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第5章 海外 プ ロジェク トにおけ る

情報の組織 化 と活用

発展途上国におけるある プロジェク トに関する引 き合いを受けた としよ う。 これを検討す るに当

っては、先ず同地に関す る網羅的な情報及び いくらか 詳細なプロジェク ト自体に関連 した情報を必

要 とな る。 しか しなが ら、 これら情報を得 ようと各所に足を運んで も仲々満足 のゆ く情報が得 られ

ないのが現状であ る。

そこで、 こんなに右 も左 も分 らぬ所で プロジェク ト活動をす るのは リスクが大 きす ぎるとして直

ちに手を引 くか、 もっと情報量を増そ うと調査員を派遣し、それによって もた らされた情報で判断

を下そ うとす るか、或 いは情報が全 く十分でないまXに ともか く``や るi⊃と決意を下 し大時代的な

大和魂、特攻精神を持ち出 し乗 り切ろ うとするかのいずれかであろ う。

それでは、調査員の派遣、現地に直接乗 り込む ことによって十分な情報が得 られるか と言えば必

ずしもそ うではない。現地に行きさえすれば情報が十分に入手 し得るとい うのは単なる幻 想なので

ある。十分にセレクトされ整備された情報 の集積が ものを言 うのであって、 これは必ずしも現地に

出向くことによって得 られる ものではない。

海外のプロジェク ト活動に当っては民間企業の果す役割が非常に大きい。一時期、一種のブーム

に も似た感 じで海外が志 向されたが このところ下火 となっている。各企業 とも海外 プロジ ェク トに

ついては積極的に取 り組みたいとしなが らも何故か及び腰であ るのは、様 々な原因もあろ うが、情

報の欠如か ら来る非常に リスキーであるといった不安感に よるところが大きいか らであろ う。

我が国は明治以来欧米先進諸国にのみ顔を向け、彼地 の情報は必要以上 に収集 し、集積、整備す

ると同時にが っしりとしたパイプも作 り上げて来た。 しか も欧米先進国では情報の集 積、整備がな

されてお り、パイプは非常に大 きな効力を発 した。

一方発展途上国に対 してはほとんど関心が払われず、情報の収集、集積、整備に対す る努力は怠

られ、 しっか りした パイ プも作 られていない。 とい うよ りは発展途上 国においては 自国内の情報自

体が整備されてお らず、 こち らが積極的にその集積、整備に当 らねぽ情報 の入手は難 しく、戦前の

一時期のそ うせ ざるを得 なか った地域を除いては全 くこ うした対応は取 られていない。

それでは発展途上国に関す る情報を何 らか の方法で 自ら集積整備 しなけ れぽな らない とすれぽ、

それにかなったルー ト、方法はあろ うか。

発展途上国においては、開発協力の一環 として又企業進出 という形で各種 のプロジェク トが組織

4
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され、実際 の活動 を行 って来た し、現在も活動を進めている。.1つ の プロジ ェク トを手がけるには、

コンタク トの段階か ら計画、実施、 メインテナンス、あるいは操業に致るまで の間、様 々な情報を

必要と し、 その把握如何は プロジ ェク ト自体 の成否を決定 しさえする。裏を返せば、 あるプロジ ェ

ク トを手がけることによ り多量 の既存の情報 の集積、整備と共 に プロジェク ト活動 に必要 とされる

情報のうち不足 しているものは作 り出さねばな らず、既存 の情報 に自ら作 り出した新たな情報を も

加えて多 くの情報がそこに集積 され よう。 しか も具体的な プロジェクトの実施とい うスクリー ンを

通して必要 な情報 のみが セ レク トされているとい う点でも非常に有 効な情報の集積 となっている。

にもかかわ らず、 このプロジェク ト情報 の有効利用は十分に計 られず、死蔵に近い形に終 っている

ケースが ほとん どである。 プロジ ェク ト情報の有効活用による情報量の増大は現在かかえている情

報の不足か ら来 る不安感を大きく解 消し得 よう。

しか し、 プロジェク ト情報も単にそのまま集積、サー ビス しただけでは決 して十 分とは言い難い

本稿では このプロジェク ト情報を利用価値 の高い情報 とすべ く、現状の問題点を明確にするととも

に、それ らには どのように対応 してゆ くべきかを検討す る。

●

5.1プ ロ ジ ェ ク ト情 報 に 関 す る 現 状 及 び 問 題 点

プPジ ェク ト情報 として、1つ のプロジェク トを手がけ るに当って必要 とされ、 そこに集積さ

れた情報、及びその プロジェク ト活動か ら生み出された情報、 これ らの全 てを対象 としている訳

であるが、 これ らの情報は どのような特性を持ち、それが どのよ うな問題点を含んでいるか・現

在 どのような形態で、 どこに集積 されているのであろうか。

(1)プ ロジ ェク ト情報の特性及びその問題点

非常に広範な情報を対象 としているが、大きく二つに分けて把握 して良か ろう。

一つは、 プロジェク ト活動を行 う地域に関す る、政治、経済、行政 に関す る情報か ら地理的

な情報、そ して社会、生活に関す る情報であ り、同地域内で活動するに当って必ず必要とする

情報である。 ここでは、 これを基本情報 と呼んでお く。

も う一つは、 プロジ ェク ト活動に直接関連する情報であ って、当該 プロジェク トを運営す る

に当って、その組織は どの ような位置に置か れるのか、金融関係、税制、経理的な処理につい

ては どの ような規制及び義務が課せ られているのか。 また、 地質、気象条件、水の入手及びそ

の質、エネルギー、輸送 にかかわ る情報、そ してその地 に於ける人々の技術、その他に関する

能力の レベル等の情報である。 これ らは狭義のプロジェク ト情報 と言 えようが、ここでは プロ

ジェク ト活動情報 と呼んでお く。

基本情報は決 して密度の高い情報ではないがその地域社会 における上部か ら下部に致るあ ら
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ゆる面での情報を網羅 した タテ型の情報である。 プロジェク ト活動情報は この基本情報をベー

スに、実施す るプロジ ェク トに焦点を絞った密度及び質 の高い、詳細な情報であ る。情報 の密

度につ いては・プロジェク トの進展によっても影響を受け、そのコンタク トの段階か ら計画、実

施へと進むにつれて密度は上 ってゆ く。

また、 これらの情報はあ くまで もプロジェク ト実施点を中心 として形成 される情報であ り、

基本情報はよ り広い地域を カバーす るが、 プロジェク ト活動情報では狭い。

以上が プロジェク ト情報の特性であ る。 このプロジェク ト情報を図化 してみると第5.1図 の

ように把え られよ う。

次にある プロジェク トの実施に伴い集積 された プロジ ェク ト情報を他 プロジ ェク トで利用 し

ようとした際に生ずる問題を取 り上げ る。

ここで問題 とな る大 きな要因は、両 プロジェクト間の(a〕 地 理的な距離(b時 間 の隔 りおよ

び(c}プ ロジェク ト間 の距離 である。

呼

プ ロジェク ト実施点 情報の密度

1̀
| 一

1政治1
基本情報 経済 ト 1

府 政1 1 1 ト 、

1

プ・ジェクト活動情報

1地理1
r r

基本情報 社会
1生活,

ご 基本情報

高

カバ ーする地域の広がり

プロジェク ト活動情報

第5.1図 プ ロ ジ ェ ク ト情 報 の 構 造
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■

① 地理的な距離の与える影響(第5.2図)

プ ロジェクト情報がその プロジ ェク トの実施点を中心に集積 された情報であ るこ とに起因

す る。基本情報は カバーす る地域 も広いため、 少々の地理的な距離には影響 されないが、 プ

ロジェク ト活動情報ではその影響が大 きい。

もちろん、両 プロジェク ト間に国境の よ

のような人為的なライ ンが引かれてい

る場合 には上述のようには言えない。

②.時 間 の隔 りが与える影響

情報の陳腐化の問題である、地質、

気象などの非常に固定的な情報を除い

ては、多かれ少なかれ陳腐化が生ずる

その影響は基本情報でより大きく受ける。

③ プロジェクト間の距離が与える影響

これは全 くプロジェクト活動情報の

みに影響を与える要因で、

活動情報

川

易

ジェク ト

情報

7

ご
＼
プロジ ェク ト間 の 距

第5.2図 地 理的な距離 による影響

プロジ ェク ト間の相違が大きければ大きいほどそれぞれに必要と

する情報は異な り、又回 し情報であ ってもその巾や精度が異なって来る。

上記 の(b〕 時 間 の隔 り(c)プ ロジェク ト間の距離はともに〔a地理的な距離に加え両 プPジ ェ

ク ト間を引き離す要因となる。

隣接地に実施される第2期 のプロジェク トが非常に安定 してお り、大きな メリットを生む の

は、第1期 での情報の集 積がそのまま利用出来 るか らである。

ところで、第2期 のプロジェク トであっても長い時間の経過 の後に実施 されるのであれば

"時 間の隔 りによる影響"を 受け
、利用 し得 る情報は減 じてしまう。 また、第1期 で港湾 の建

設を行い、第2期 では海水の淡水化 プラン トを建設す るといったよ うに全 く異なる プロジ ェク

トである場合 には"プ ロジェク ト間の距離による影響"を 受け、やは り利用 し得 る情報が これ

も又減ずる。 この両者が 同時 に発生す れぽ、第2期 のプロジェク トも大 きく地理的に隔 りを持

った別個 のプロジ ェク トを実施する場合と同様な情報の利用 しか出来ないであろ う。

この状況を 図で示す と、第5.3図 の ようになろ う。

(2)プ ロジェク ト情報集積の現状

現在 これ らの情報は どこに、 どのような形態で集 積されていよ うか。

プロジェク ト実施者、即ち、そのプロジェク トを実際に手がけた組織、お よびその プロジェ

ク トを担当した個 々のメンバーのもとに集積されているケースがほとんどである。'

一 般に基本情報は ほとん どの場合個々の メンバーのもとに集積 され
、 プロジェク ト活動情報
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第5.3図 時 間、 プロジェク ト間 の距離 による影響

の多 くは組織内に集 積されている。

集積の形態 も個人に集積されている場合 と組織 内にあ る場合 とで異な り、個人に集積されて

いる基本情報は経験 とい う形に止 まり、頭の中に蓄え られているに過ぎない。 一方 プロジェク

ト活動情報は組織内に集積されるため、文書化、 図化、 スライ ド化等一定の形態を整えてはい

るが、 プロジェク トを手がけた組織が異なればその集積形態 と同時 に記載 された情報の質、量

密度 も異なっている。結局集積の形態、内容共に各 プロジェク ト毎にパ ラパ ラであるのが現状

である。

情報がその プロジ ェク トを手がけた組織内だけのものに止 まっているが故にこ うした結果が

生 じている。

我国の組織 では一般にその構成 メンバーが固定的であ るために、組織 内に出来る共通 の基盤

が非常に大 きくな り勝ちであ る。 この共通 の基盤は組織 内の メンバー間 のコミュニケーシ ョン

を非常に少ない情報で円滑に行えるよ うに作 り上げ られ、最小の努力でコ ミュニケーシ ョン出

来るという大 きな利点を生んでいる。文書の作成 に当ってもこの共通の基盤は常に念頭に置か
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れ、簡明な レポー トとは共通基盤にあたる部分は記載せずに、その他の必要事項 のみを、 これ

又その組織 内の記載形態に基づ き作成 された ものを言 う。

この共通基盤は常に増大される傾向にあ り、 組織外の異なった基盤に属す る人々には非常に

排他的な作用をす る。

組織内に残 されるプロジェク ト情報に関す る レポー トもその例外ではな く、 このルールに従

って作成 されるため、各組織におけ る共通基盤 の相違がそのまま反映 される。それ故に記載 さ

れる情報 の質、量、密度、お よび記載形態はマチマチとな り異なる組織の人々には非常に分 り

に くいものとなっている。

5.2プ ロ ジ ェ ク ト情 報 の 整 備 の 方 向

多 くの問題点をかかえてはいるものの、 プロジ ェク ト情報は十分に情報の集積 ・整備が行なわ

れていない地域か らの情報を収集するルー トとして非常に有効であ り、 これを有効に用 いれば メ

リッ トも大きい。

そこで、 プロジ ェク ト情報がかかえている問題点を出来 るだけ取 り除き、質 の良い、精度の高

い情報 として必要に応 じてサービス出来るものとして整備すべ く、問題点に対す る検討を加えた

いo

(1)プ ロジェク ト情報の集積形態に対す る方策

ここで一番 の問題は、現在様 々な形で集積されているプロジェク ト情報をいかに して一定 の

内容量、一定 の質、精度を持 った情報とし、既存 の情報流通ルー トに乗 る形態 とす るか とい う

点である。

先ず、現在内容量、質、精度お よびその集積形態 とも全 くマチマチに集積 されている情報を

なんらかの方策により一定 のレベル以上の規格化された情報としなけれぽならな、、 次にこれ らの情報 を

いかに して誰 もが理解 しやすい形に編集 し、求めに応 してサー ビス出来 るようにす る必要があ

る。

前者につ いては、現在各個人の経験 として或は、一組織内の レポー トとして、その内容量、

質、精度等全 くパラパラに集積されている情報をある一定 の基準以上の情報 として一定の形態

で集 積す ることである。 このためには、 これに沿 って情報を落 してゆけば一定 の レベルの情報

が集 積出来るといった何 らか のガイ ドラインを作成す る必要がある。

しか しなが ら、そのプロジ ェク トで必要 とされなか った情報、及び必要 とはされていても非

常に精度 の低 い もので十分で あった場合等は情報の集積がそ のプロジ ェク ト情報に欠け てしま

お う。 この問題 につ いては後に述べ る。
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後者については、ある一定 レベルの情報が集 積された時にいかに してこれ らを誰でもが理解

しやす く、使 いやすい形態に、又既存 の情報流通ルー トに乗るように編集するか とい う問題で

あ り、 これには専門家 の手が必要である。

現在集積されている情報を一定の レベル以上 の規格化 された形態に落 し直 し、次に専門の手

による編集がなされて初めてプロジ ェク ト情報が一つの情報 として利用価値の高い有効な情報

となるのである。

(2)プPジ ェク ト情報 の特性に対する方策

次に、情報の内容量、質、精度等を より高め良質 の情報 とすぺ く、 プロジェク ト情報 の持つ

特性か ら生 じている問題点をいか に補 うか、又それが補い得 るものかについて検討を したい。

これには プロジェク ト情報が プロジ ェク ト実施点におけ る情報であることか ら生ずる、

○ 地理的な距離

の問題、取 り扱 うプロジェク トが広範であるために生ずる、

Oプ ロジェク ト間の距離

の問題、お よび、 どのよ うな情報でも問題 となる、

○ 情報の陳腐化

の問題である。

(i)地 理 的な距離への対応

ある地域でのプロジェク ト情報の集 積が、第5.4図 のA図 のよ うに適 当なバ ラツキを持ち

集積されていることが望ましい。 しか も図中の2重 円 の円内に当る プロジェク ト活動情報が

接 し合 うほど密 に、各地点の情報集積が行われていれぽ 申し分ない。 しか し、必ず しもそれ

ほど密に集積されな くともA図 のよ うに適当なバ ラツキで情報が分布 していれば、 カバーす

る範 囲が一番狭 い技術的な情報についてもその間の推損肋河 能である。この時に各プロジェクトが必

要 としている範 囲の情報に加え もう少 し広範に情報を収集 してお くとカバーす る地域が より

広が り、推測に当っての精度も大き く向上 しよう。

実際にはB図 のようなケースが多 く、情報が大き く欠け ている地域で の情報を何ん らかの

方法で収集 しA図 に近い形態に持ってゆ く必要がある。 しか しなが ら、 この問題は プロジェ

ク ト情報の範囲を超えていよう。

(旧 プロジェク ト間の距離 への対応

プロジェク ト活動情報 のみに関する問題である。 プロジェク トの相違によ りそこで必要 と

'
される情報は 自ずと異なる。 しか し、多 くの プロジ ェク トで必要とされる使用頻度 の高い情

報、お よび地域 のデータとして基本 とな る情報はた とえ当該 プロジェク トとしては必要な く

一66一

己



」

A

第5.4図 集積された情報の地域分布

B

ど も収集す るように義務付け る必要があろう。そのためには収集すべ き情報な らびにそのカ

バーすべ き範囲、精度等につ いて一定の基準が必要である。

以上2点 は、あ る地域での プロジ=ク ト活動によ り自ずと集 積される情報に加えて、よ り

積極的に情報収集 の役割を も担 わせ ようとい うものである。 これに よ り集積される情報の質

量、密度等大巾に向上 し、 整備 されよ うが、 プロジェクト実施者に取っては大きな負担がかか

かる。 この負担を取 り除かねばな らないのはもちろんであるが、それによって逆に プロジ ェ

ク ト実施老側にい くらかの利益 さえ得 られる ような方策を取 らねぽ結局は良い情報の集積は

出来ない。

㈹ プロジ ェク ト情報の陳腐化 への対応

ある期間い くつかの プロジ ェク トが実施 され、 同地域につ いての情報が集積、整備 されて

いても、その後長期に渡 って同地域で プロジ ェク トを手がけ ることが なけれぽ新たな情報 の

流入はな くその陳腐化は避け られない。 これに対 しては、現地の日本大使館、 ジェ トロ、商

社等 の固定 した出先 機 関を持っている組織を通じて新たな情報の流入を計 り情報 の更新を して

ゆけぽ良かろ うが、 これも又、 プロジェク ト情報 の範囲を超える。

発展途上国につ いての情報を集積 ・整備するに当って、同地で実施された プロジェク トが有

効な情報源であると同時に、 自ら新たな情報を収集 ・作成 して集積 してゆ くには確か に非常に

有効なルー トである。

しか し、 プロジェク ト情報はあ くまでもその大きな一翼であるに過ぎず、先づ 自らの持 てる

範囲内での情報を確実 に集 積、整備 し必要に応 じてサービス出来 るようにすることである。
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第6章 国際情報 ネ ッ トワー ク

情報 ネッ トワー クは情報を収集 し蓄積す ることに より、広範な地域あるいは利用者 に対 して情報

を提供する情報流通 のため の機構である。 この情報流通の形態は古 くは図書館などにその例がみ ら

れるように、非常に古い歴史的な背景を もっている。情報流通 とくに書籍とい う形で表現 された情

報を収集 し蓄積してお き利用に供す るとい う形をもつ情報流通の拠点としての図書館の役割は ヨー

ロッパにおいては古 くか ら重視 されてきた。 図書館では書籍 としての情報を整理 し組織化するため

にいくつか の分類 体系が確立 され、 目的にあった分類体系で索引を作成 し利用者 に便宜をはか って

いる。 この情報流通の媒体 としてはい くつかの技術上の発展を背景 として書籍、新聞などの印刷物

をは じめ としてラジオ、テ レビなどの広範な拡が りを もつマス ・コミュニケーシ ・ンが出現 してき

たo

近 年においては情報処理あるいは情報流通の媒体 としてコンピュータが利用 され、 とくに大容量

の情報を蓄積した り検策 した りするデータベース技術が多 く開発 されている。 さ らに情報の伝送 と

いう側面か らデータ伝送技術あるいはい くつか のコンピュータを結合することによってそれぞれの

コンピュータの有す る諸資源を互に利用 しあ うコンピュータ ・ネ ットワークとい う利用形態が開発

され実用的な段階で稼動す るに至 っている。 したが って従来の もろ もろの情報流通あるいは情報の

コミュニケーシ ・ンの形態 に対 して このコンピュー タの利用すなわち コンピュータ ・ネ ッ トワー ク

の利用 とデータベースの利用が強 力な情報流通の形態として注 目をあつめている。 この情報流通の

形態においては情報を収集 し組織化す ることによって作成されたいろいろな種類や分野のデータベ

ースを多 目的の利用を可能にす るようなデー タベース操作 システムのもとに蓄積 してお き、それ らの

デー タベース操作システ ムを備えている コンピュータをコンピュータ ・ネ ットワー クとい う形で互

に回線ネ ットワークを介 して結合す ることに よって情報 あるいはデータベースの共用をはか るとい

う情報流通の形態を もつ ことになる。

6.1コ ン ピ ュー タ ・ネ ッ トワ ー ク の 発 展

コンピュータ ・ネッ トワー クは、 い くつかの コンピュータ ・システムを回線を介 して結合す る

ことにより、それぞれのコンピュータ ・システムの有 しているハー ドウエアや ソフ トウエアあ る

いはデータというような各種の リソースを共用す ることを 目指 した コンピュー タの利用形態であ

る。 コンピュータの利用形態を歴 史的 な流れか らと らえると、当初の閉 した組織体 のなかで単独

に利用する形態か ら、ひ とつ のコンピュー タシステムの持つ いろいろな リソースを、複数 の利用
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老で利用 しあ うタイム ・シ ェア リングによる利用形 態へ発展 してきた。 この段階において、遠隔

地にある端末か ら回縦 介して中央の・ンピ_タ ・システ ムが持つ リソースを利用す る技術が

開発 され、閉 じた組織体か ら開いた組織体へと利用者の範囲が拡大 してきた。最近 においては、

いくつかのコンピュー タ ・システムを回線ネ ッ トワークを介 してたがいに結合す ることに より、

ネッ トワークに結合 されている各種 コンピュータ ・ネ ッ トワークによる利用形態が注目をあつめ

ている。 ここで コンピュータのハー ドウエアを共用す ることをハー ドウエアの共用、 ソフ トウエ

アを共用することを ソフ トウエアの共用、 データを共用す ることをデータの共用とよび、 コンピ

ュータ ・ネッ トワー クは大別 してこの3種 類 の リソースを有効に利用す ることを 目指 した もので

ある。す なわち コンピュータ ・ネ ッ トワー クを利用す ることに より、利用者は必要 とす る リソー

スを容易に利用 できるようになるだけでな く、 ネッ トワー クに結合 されているコンピュータの負

荷の均一化やデータバ ンクを有効に配置することが可能 となる。

コンピュー タ ・ネ ッ トワー クはデータの伝送を行 うための回線ネ ットワークと、それに結合さ

れるコンピュー タ ・システムおよびソフ トウエアとデータバ ンクとか ら構成 される。 したが って

コンピュータ ・ネッ トワークに参加す る組織体は必ず しもひ とつではな く、 コンピュー タを管理

す る組織体、 デー タバ ンクや ソフ トウエアを作成管理す る組織体、回線ネッ トワークを管理する

組織体というような複数 の組織体に よって運営されることが多い。 とくに回線 ネ ットワー クとし

て既存 の電話回線を用いた り、あるいは 日本や欧 州のように政府機関が回線を管理 しているよ う

な環境では、 複数 の組織体が コンピュータ ・ネ ットワー クに参加す ることになろ う。 ところでコ

ンピュー タ ・ネ ッ トワークは、その構成形態か らみるとい くつかの型に分類できる。 ひとつは回

線ネ ッ トワー クを介 して結合 されているコンピュータを集中的に管理する集中型 ネ ッ トワークと

それぞ れのコ ンピュー タ ・システ ムの独立性を保ちなが らネ ッ トワークを構成す る分散型 ネ ッ ト

ワー クとがあ る。 また、 コンピュータ ・ネ ットワークの構成要素 としての コンピュータの多様性

によって、同機種あるいはたがいに互換性のあるコンピュータだけを結合す る単機種 コンピュー

タ ・ネ ッ トワークと、互換性のないコンピュー タを も結合す る多機種 コンピュータ ・ネ ッ トワー

クとがある。 さ らに コンピュー タ・ネ ッ トワークを利用的側面か らとらえ ると、銀行業務や座席

予約な どのような専用 の目的を もってつ くられる専用 ネ ットワークと、 コンピュー タ ・ネ ッ トワ

ー クに結合 されている各種の リソースを多 目的に利用する汎用ネ ットワークとがある。

コンピュー タ ・ネッ トワークは これまで米国を中心に発展 してきてお り、米 国 では 有 名 な

ARPANETを は じめ として大学や研究所を結ぶ コンピュータ ・ネ ッ トワーク、さ らには商用 目的

でつ くられた コンピュータ ・ネ ットワークが数多 く稼動 している。 このよ うな流 れの中で、わが

国や欧州各国において国家的な見地か らコンピュータ ・ネ ッ トワークの研究開発が進め られてい
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る。 コンピュー タ ・ネ ッ トワー クを設計す るにあた っては、ネ ットワークを介 してのコンピュー

タ間の メッセージの伝受や分散 した各種 リソースへのアクセスとい うような技術的問題のほか に

コンピュータ・ネ ッ トワー クを有効かつ円滑に運営 してい くための組織的な問題を も解決 してい

かなければな らない。 このコンピュータ ・ネッ トワークを構成するにあた っての環境 とい う観点

か らす ると、わが国 と欧州 とでは共通 した段階にあるといえ よう。 したが ってわが国にお いて今

後 コンピュータ ・ネ ットワークを構成 していく上で欧州の現状は参考になるもの と思わ れる。

6・2欧 州 に お け る ネ ッ トワ ー ク

ヨー ロッパにおい ては各国がそれぞれにコンピュータ ・ネッ トワー クの研究開発をお こなって

いるほか に、いくつかの国が参加して国際的なコンピュータ ・ネッ トワー クの開発をお こな って

いる。 各国におけるコンピュー タ ・ネ ッ トワークの例 としては フランスのCYCLADESネ ット

ワーク、西 ドイツのGMDネ ッ トワー ク、 イギ リスのNPLネ ッ トワークがある。 また国際的な

ネ ッ トワークの例と してはEIN(ヨ ー ロッパ情報 ネ ットワー ク)あ るいはEURONETが あ

る。 ここではフランスで開発されている実験的な汎用 コンピュータ ・ネ ッ トワークCYCLADES

と国 際ネ ットワークEINを 中 心に紹介す る。

6.2.1フ ラ ン ス に お け る ネ ッ トワー ク

フランスでは郵政省が中心 になってHERMZS計 画 とい う高度なデータ伝送ネ ッ トワークを

計画している。 この計画の第一段階 として従来の電話回線を利用 したデータ伝送ネ ッ トワークで

あるCADUCEEネ ッ トワークが開発され14の 都 市を結んでいる。 このほかにCYCLADES

と よ ぼ れ る パケ ッ ト交 換方 式 を 採用 した実験的なコンピュータ ・ネッ トワークがIR、IA

(情 報 処理に関す る研究機関)を 中心に開発 されている。CYCLADESは デー タ伝送 のため

のサブ ・ネ ッ トワー クCIGALを 介 して結合 されてお り、CIGALの ノー ドは ロッカンクー

ル(パ リ郊外でIRIAの 所在地)、 グル ノーブル、 ツ ルーズ、 レンヌお よびパ リの5ヵ 所に

ある。

このネッ トワークには何種類かの コンピュータが10数 台結合 されてお り、構成形態か らみる

と多機種の分散型汎用 コンピュータ ・ネッ トワークを形成 している。利用者が コンピュータ ・ネ

ッ トワークを利用 した り、 コンピュータ間 でデータを伝送 した りするときには プロ トコルが もち

いちれるが、CYCLADESで は利用者が必要とす る リソースをネ ッ トワー クを介 してアクセ

スするためのプロ トコル、端末か らコンピュー タをアクセスするため のプロ トコル、 ノー ド間で

デー タを伝送するためのプロ トコル、 ノー ドとパケ ット交換機能との間のインター フェイスを と

‥
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⑮

■

NPLネ,ト ワ ー ク

ESROネ フ ト ワ ー ク

第6.1図CYCLADESネ ッ トワ ー ク(1975年)

るためのプロ トコル、 というようにいくつかの レベルの プロ トコルが用意されている。 このような

多種類のプロ トコルを用意することによって利用者 のコンピュータ ・ネ ットワー クへのアクセス

を容易にしていると同時 に、新たな コンピュータや端末をネ ッ トワークへ接続することも容易に

している。 またCYCLADESは 先に挙げた国内ノー ドを介 して国内の コンピュータを結合 し

ているほかに、 英国のNPLネ ッ トワー クやESROネ ッ トワー クとも結ば れている。 フラ ンス

では この実験的なネッ トワー クCYCLADESを ふ まえて、 コンビa－ 夕 ・ネッ トワー クを利

用 した分散処理技術の研究 もおこなわれている。 とくにデータベースの分野ではネ ッ トワークに

結合 されている分散 したデータベースを利用す る技術のほかに、汎用データベ ース操作 システム

SOCRATESや 金属 の熱力学的性質のデータを集めたデータバ ンクTHERMODATAを

CYCLADESに 結合 しデータの共用にもとついた情報ネ ッ トワークの開発が おこなわれてい

る。

このよ うにコンピ ュータ ・ネ ッ トワー クにいろいろな種類 のデータバ ンクを結合す ることによ

って科学技術情報ネ ットワー クを構成す る動きは フランスだけでな く西独や北欧 あるいはECな

どにもみ られる。 このために科学技術のそれぞれの分野 ごとにデータバ ンクを作成す る機関を国
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家的あるいは国際的に組織化 している。 フランスでは政府機関であるBNIST(科 学 技術情報

国家局)が 中心 になって、 また西 ドイツでは科学研究者のIUD計 画 に もとつ いて、それぞれ科

学技術分野 ごとのデータバ ンクの組織化がおこなわれている。

6.2.2国 際 ネ ッ ト ワ ー ク

ヨ 一 口 ッフくに お い て は い くつ か の 国 が 参 加 して い る 国 際 コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワー クが い くつ

か あ り、 そ の ひ とつ にEINネ ッ トワ ー ク が あ る。 こ の ネ ッ トワー クはCOST-11ネ ッ トワ

ー ク を 前 身 とす る 汎 用 コ ン ピ ュ ー タ ・ネ ッ トワー クで あ る。EINネ ッ トワ ー ク は デ ー タ伝 送 の

た め の サ ブ ・ネ ッ トワ ー ク と し て ロ ッ カ ン ク ー ル(フ ラ ン ス)のIRIA、 イ ス プ ラ(イ タ リ ア)

のEURATOM、 テ デ ィ ン トン(イ ギ リ ス)のNPL、 ミラ ノ(イ タ リ ア)のCREI・ チ ュ

ー リ ッ ヒ(ス イ ス)のETHに ノ ー ドを も っ てお り、 そ れ ら の ノ ー ドを 経 由 し てEINネ ッ ト ワ

ー ク に ア クセ ス が お こ な わ れ る
。 と く にIRIAの ノー ドには 前 述 のCYCLADESネ ッ トワ

ー クが 結 合 さ れ
、NPLの ノ ー ドに はNPLネ ッ トワー クが 結 合 さ れ て い る。 した が っ てEIN

¢工め
q
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rg6.2図EINネ ッ ト ワー ク
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ネ ットワークを利用す ることに よ り、それに結合 されているヨー ロッパ各国のコンピュータ ・ネ

ッ トワー クすなわち コンピュー タとその リソースを利用す ることが可能となる。 このように既存

のコンピュータ ・ネッ トワークを結合 してつ くられ るネ ッ トワー クはハイ レベル ・コンピュータ

・ネ ットワークとよばれている。 このハイ レベル ・コンピュータ ・ネットワー クは既存 のコンピ

ュータあるいは コンピュータ ・ネ ットワークを前提 としてネ ットワークを構成 してい くにあたっ

て有効な方法であろ う。汎用ネ ッ トワー クにヵ・ぎらず い くつかの専用ネ ットワー クた とえぽ航空

機の座席予約のためのネ ットワー クとホテルの予約のためのネッ トワー クを結合す ることに よっ

て、広範囲な リソースの共用 も可能になろ う。

さらにECで はEURONET構 想 のもとに国際的な汎用 コンピュータ ・ネッ トワー クを計画

している。EURONETは ネ ッ トワークに結合 されている参加国の各種 コンピュー タが有す る

リソースを共用す るととを目指 しているが、 とくに ヨー ロッパ各国の科学技術情報 のデータバ ン

クを結合 し科学技術情報ネ ッ トワークを形成す ることを 目指している。

これまでに も述べてきた ように コンピュ'一タ ・ネ ットワークを媒介とした情報ネ ッ トワークを

構築す るにあた っては、 コンピュータの利用技術 としての コンピュータ ・ネ ットワー クやデータ

ベース操作システムの開発 もさることなが ら、データベースの作成すなわち情報 の収集 と組織化

あるいは蓄積という機能が必要不可欠な ものとなる。 とくにヨーロッパでは コンピュータの出現

以前か ら科学技術情報 の組織化に対す る体制とその蓄積 とがあ った。 したが ってわが国にお いて

今後情報 ネ ットワー クを構築 していくためには この情報 の収集 と組織化の問題を解決 してい く必

要があろ う。

b
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第7章 情報 とデー タベー スの

総 合的利用

新 聞、書籍、 ラジオ、 テ レビなどのマス ・メデ ィアに とどまらず、企業内あるいは私的なメデ ィ

アを媒介 として多 くの情報が蓄積され流通 している。 これ ら種 々様 々の情報はいろいろな表現形式

を と り、 いろいろなメデ ィアを媒介 として利用者に提供 されるが、一方利用者はその利用 目的ある

いは解決すべき問題 に応 じて必要な情報を取捨選択 した り適 当な加工を加えた りす ることになる。

と くに現在の ようにマス ・メデ ィアの発展によって多種類の情報が流通した り、 コンピュータの利

用技術 としてのデー タベース操作システムや コンピュータ ・ネ ッ トワー クの発展にともな う大容

量の情報 の迅速な伝送が可能 になっているような環境においては、必要な情報を取 り出 し問題解決

のために総合的な見地か ら情報を利用す る技術が要求されよう。 「データ ・リンケージ」とい う概

念は このよ うな環境 のもとで、い くつか の情報を有機的に結合 し処理するための技術 として提案さ

れた ものである。

情報は古来か ら人間社会 におけ るコ ミュニケーシ.ン の媒体 として言葉あるいは文書とい う表現

形態を もって伝達 されあるいは蓄積 されてきた。蓄積された情報は知識として組織化 され体系化 さ

れて科学技術ひいては人間社会における文明を築 いてきた と言え よう。 ところで情報 のコミュニケ

ーシ ・ンはそ の規模が特定 の個人間 とい うような閉 した組織 の中でお こなわれていた時代か ら不特

定多数の間で の言わば開いた組織 にわた る全世界的な範囲に拡が るにともない、その表現形態や流

通形態においても変革を とげ てきた。すなわ ち情報 の表現や組織化において普遍的な記述法や分類

が採用 され、流通形態においては通信ネ ジ トワー クの利用や情報の蓄積機能が発達 してきた。 この

ような環境においては情報を収集し組織化する 「情報の作成者」と、作成された情報を蓄積する

「情報の蓄積者」と、蓄積された情報を利用しなが ら問題の解決にあたる 「情報の利用者」とがそ

れぞれ分離してきた。たとえぽこれを科学技術情報についてみると、情報を収集し組織化すること

によって文献あるいは論文という形で情報を表現するのは科学技術者である。科学技術者は研究あ

るいは開発の結果として得 られた情報を広く世の中に発表する目的で、その科学技術の体系を踏ま

えなが ら普遍的な表現形態をもちいて情報を記述する。これに対 して図書館あるいは情報センター

では文献あるいは論文という形で表現された科学技術情報を利用者が利用し易い体系で整理し蓄積

する。一方情報の利用者は必要な情報を入手するにあたって図書館あるいは情報センターというよ

うな情報の蓄積者をアクセスすることになる。

喝
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情報の利用者
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第7.1図 情 報 の 流 通 形 態

,

一方 コンピュータをと りまく諸技術の発展にともない
、情報流通の媒体としてコンピュータ ・ネ

ッ トワークとい うコンピュータの利用形態が出現 している。 コンピュ〒タ ・ネ ットワー クは地域的

に広が りを もって分散 している多 くの コンピュータ ・システムを通信ネ ットワークを介 して互に結

合す ることによ り、それぞれの コンピュータ ・システ ムのもつ諸資源すなわちハー ドウエアや ソフ

トウエアあるいはデータを共用す ることを目指 した コンピュータの利用形態である。すなわち コン

ピュータ ・ネ ッ トワークという環境においてはネ ッ トワークに結合されている適 当な コンピュータ

・システムあるいは端末か ら、 ネ ットワークを介 して必要 とす るコンピュータ ・システムの有 して

いるデータを利用す ることが可能 とな る。 コンピュータ ・ネッ トワークにおいてはデータはデータ
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ベースとい う形態で蓄積され、 データベース操作システムを介 して蓄積あるいは検索というような

操作がおこなわ れる。 したがって情報の作成者はデータベース作成者であ り、情報 の蓄積者は ソフ

トウエアとしてのデータベース操作 システムであ り、情報の利用者はデータベ ース操作 システムを

介 してのデー タベース利用者 となる。 このような環境ではデータベース作成者は、データベースが

どのような利用目的で利用 されるかとい う事 とは独立にデータベースを作成す る。 言い換えればデ

ータベース作成者 とデー タベース利用者 とは独立 した存在として情報流通 システムが構成 される。

とくにデータベース作成者 とデータベース利用者 とか不特定多数か ら構成 されるような言わば 開い

た組織での情報流通 はこのよ うな形態が とられることになろ う。一方データベース操作 システムは

デー タベースを記憶媒体上 に蓄積し操作す るにあた って、利用者の多 目的利用言い換え れば汎用的

なデータベース操作がお こなえるようなサー ビス形態を もつことが要求される。

ところでこのような環境すなわち多 くの組織体で言わば独立に作成 された データベースに蓄積さ

れている情報を総合的な見地か ら結合 し利用す る 「データ ・リンケージ」の概念は、古 くか らそれ

ぞれの問題解決にあた っての必要性か ら認識 され個々の状況に応 じてと り扱われてきた ものである。

た とえばわが国 とある国の経済的な関係を調べ るにあた って貿易情報と経済協力情報 とのデータベ

ースを相互に参照 した り
、ある科学技術分野における技術動向を調べるにあたって特許情報 と科学

技術 文献情報あるいは研究機関情報などのデータベースを相互に参照 した りする場面 において、そ

れぞ れのデータベースか ら検索 したデー タを総合的な見地か ら利用するデータ ・リンケージの技術

が もちいられていたと言え よう。

次第か らは情報流通の媒体 としての コンピュー タの利用 とくにデータベース操作 システムを踏ま

えなが ら、データ ・リンケージの技術を分析す ることによって、今後 のデー タ、 リンケージ技術の

開発にあた っての一助 としたい。

7.1デ ー タ の 形 式 的 結 合

デ ータベ ースの中でデータは レコー ドとい う形で表現される。 レコー ドは項 目の集 ま りとして

定義 され、それぞれの項 目に項 目値を設定することによって レコー ド具体値が表現され、記憶媒

体上 にデータベース操作システムの規定 した記憶構造で表現される。た とえぽ各国の貿易情報デ

ータベースを構成す る レコー ドは輸 出品 目と輸 入品 目お よびそれぞれに対応す る輸出量 と輸入量

とい う項 目を要素として構成 される。 このようなひ とつ の レコー ドをその構成要素である項 目と

その性質に よって記述す ることを レコー ド内の構造定義 とよぶ。上の貿易情報 レコー ドはつぎの

ような形で定義 される。(第7・3図)

●
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デ ー タ ベ ー スA デ ー タ ベ ー スB デ ー タ ベ ー スC

ア ー タ ヘ ー ス

操 作 シ ス テ ム

ア 』 タ ヘ ー ス

操 作 シ ス テ ム

デ ー タ の 総 合 的 利 用

第7.2図 デ ータ ・リンケージの概観

ア ー タ ヘ ー ス

操 作 シ ス テ ム

項 目1国 名

集 団1輸 出

項 目1-1輸 出 品 目

項 目1-2輸 出 量

集 団2輸 入

項 目2-1輸 入 品 目

項 目2-2輸 入 量

第7.3図 貿 易 レコー ドの定義
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ここで集団1の 輸 出は2つ の項 目すなわち輸 出品目と輸 出量とか ら構成され輸 出品 目の数だけ

繰 して情報が もたれる。集団2の 輸 入に関 しても同様である。 したがってこのように定義 された

貿易情報 レコー ドに対 して、 各国 ごとにつ ぎのよ うな レコー ド具体値がデータベース上 に蓄積 さ

れることになる。

国A

輸 出 輸 入

品 目E1 品 目E2 品 目E3 品 目i1 品 目i2

名 量 名 量 名 量 名 量 名 .量

「

国B

輸 出 輸 入

品 目E1 品 目E2 品 目i1 品 目i2

名 量 名 量 名 量 名 量

国C

輸 出 輸 入

品 目E1 品 目i1 品 目i2 品 目i3

名 量 名 量 名 量 名 量

第7.4図 貿 易 レ コ ー ドの具 体 値

国Aの レコー ド具体値に注 目す るとその国名(ま たは国 コー ド)と 輸 出品 目E1の 品 目名 と輸

出量 とは レコー ド内の位置に よって関係づけ られている。 したが ってこのデータベース内のそれ

ぞれの レコー ドを参照す ることによって特定 の国につ いての輸 出品 目や輸出量を検索した り、特

定の輸出品目を もつ国を検索 した りす ることが可能 となる。 このデー タベース操作は レコー ド内

構造すなわちひ とつひ とつの レコー ドについてそれを構成す る項 目値にもとつ いて操作す る方法

であ り、内容検索とよぼ れている。 この操作はデータベース操作システムを介 しておこなわれる

が、ほとんどのデータベース操作 システムではそれぞれの項 目値を形式的な操作 の単位 としてあ

つか っている。すなわち品 目名やその数量の選択された基準 とい うような言わば項 目値の意味あ

いを考慮することな く、 品目名をあ らわす文字列あ るいは数量をあ らわす数値としてのみあつか

わ れる。たとえば国によって品 目に与える品目名や輸 出入の数量の選択基準が異なるような場合

w

D
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で も、その意味 内容を考慮することな く文字列 としての一致あるいは不一致、数値 としての大小

関係という形で処理がお こなわ れる。 この意味内容を考慮 した上でのデー タ操作については次第

で述べ るが、 ここで述べた形式 的な操作はいわばデータの形式的結合にもとつ く操作 となってい

るo

レコー ド内構造に もとつ く操作 のほか に、 レコー ドと レコー ドの関係にもとつ くデー タ操作が

ある。すなわち レコー ドとい う形でデー タベースに蓄積 されている情報 の間に関係づけを レコー

ド間構造 とい う形で表現 した ものである。 この レコー ド内構造はデータベース操作システムにお

いてはその構造に沿 って レコー ドを検索す るのにもちい られる。 このような検索は先に述べた レ

コー ドの内部構造すなわち内容に もとついた内容検 索に対 して構造検索 とよばれている。 レコー

ドの間 の関係すなわち レコー ド内構造をデータベースの中で表現す る方法 にはポインタに よる方

法あるいは構造 レコー ドに よる方法な どがある。 ポイ ンタによる方法は特定の レコー ドか ら見て

ある関係にある レコー ドの蓄積場所(ア ドレス)あ るいはその レコー ドを識別す るコー ドを付与

するgと に よって レコー ドをた どっていく方法である。 また構造 レコー ドを もちいる方法は2つ

の レコー ドのア ドレスまたは識別子を組にす ることによって特定の関係を表現す る。す なわち関

係名 と2つ の レコー ドの識別子 とか ら構成 される構造 レコー ドを用意し、 その構造 レコー ドに も

とつ いてあ る関係のもとに結合 されているレコー ドをた どるという方法が と られる。 たとえばそ

れぞ れの国 の人 口や国民総生産あるいは面積な どという国勢をあ らわす項 目か ら国 レコー ドを構

成 し、それらの国の間の関係として条約締結 とい う関係で レコー ド内構造を設定す るとつ ぎの よ

うになる。

4

/④

国勢データ

国勢データ

国勢データ

第7.5図 レ コ ー ド 間 構 造
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この図では国1、 国2、 国3、 国4と い う4つ の副 こ対 して3種 類 の条約⑧ 、⑧ 、◎ に よる

国家間 の関係が しめされている。 すなわち国3は ⑧ お よび◎ という2つ の条約に加盟 してお り

一方条約 ④ は国1と 国2と 国4と い う3カ 国か ら構成されている。データベース操作 システム

では このような レコー ド間構造にもとついて、条約⑧ に加盟 している国を検索 した り、あるい

は国1の レコー ドか らそ の国と条約関係を結んでいる国あるいは条約の名前を検索す るとい う操

作をおこな うことになる。

デー タベースに対するこの内容検索あ るいは構造検索 とい う操作 によって必要な レコー ドが検

索 され、 加工される。 どころが現在ある多 くのデータベース操作 システムでは レコー ド内構造 と

して定義された項 目に対応する項 目値、あるいは レコー ド間構造に よって関係づけ られてい るレ

コー ドは一様にあつかわれる。た とえばある品目の輸出量を合計す る場合で も単に数値 として、

言わば一様な(国 に よって異なる意味あいを もつ とい うよう.な状況を無視 して)値 として処理の

対象にな る。 また レコー ド間構造の例としての条約締結 とい う関係 においても、条約④ を締結

しているとい う意味での加盟としては一様にあつかわれる。すなわ ちそれぞれの国のそ の条約へ

の帰与の度合 とい うよ うな情報は構造検索の場面で、言い換えれば データベース中の レコー ドを

構造 にもとつ いてた どっていくにあた って利用 されない。 ところが 現実にある情報 の中には不確

定な数値や推定値が項 目値として選択 された り、あるいは国に よって数値の選択基準が異な って

いた りすることがある。 さらには国家間 の関係に してもその関係は一様ではな くいろいろな種類

や度合 いが考え られる。 これ らの情報を も考慮 した上で のデータ ・リンケージの問題を次節で述

べ るo

、ぎ

7.2デ ー タ の 意 味 的 結 合

これまでに開発 されてきた多 くのデータベース操作 システムは一様な レコー ドの集 まりとして

ファイルを構成 し、そ のファイル間(あ るいは レコー ド間)に 一様な構造を設定 しデー タベ ース'

に 対す る操作をお こなっている。 「一様な レコー ド」とい うのは同 じ項 目か ら構成されていると

同時に、それぞれの レコー ド具体値内におけ る項 目値の選択基準が 同じであることを前提 として

いる。 また 「一様な構造」 とい うのはある関係の もとに結合されているレコー ドが同じ関係に属す る

とい う意味か ら一様であることを前提 としている。 ところが異な る組織体で作成 されるデー タの

間では項 目の設定あるいはそれに対応する項 目値 の選択基準にお いて必ず しも一様ではない。

ところが利用者は この ような環境 のもとで作成された デー タに もとついて問題の解決にあた らな

け ればな らない とい う場面があ る。 このような側面か らデータベースあるいはデータベース操作

システムを検討するのがこの節の目的であ る』

∪
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7.2.1ス コ ア の 付 与

レコー ドを構成す る項 目に対応す る項 目値を選択す るたあた っては、その精度あるいは選択基

準において何通 りか の方法がある。 そこで各項 目値に何 らかのスコアを付与することに よ り、そ

れぞれの値の精度に関する情報を数値で表現する。一例 として米国で開発された質問応答 システ

ムのひ とつであるALIASは 多 くの情報を 自然言話に近 い言話で表現 しデータベースに蓄積す

る。 ここで入力情報をデータベースに蓄積す るにあた って、それぞれの情報に 「信頼性」を表現

す るための数値を付与 している。 この信頼性は情報の作成者 あるいは作成環境 によって決め られ

る。一方情報 の利用者は データベースか ら必要な情報を検索 した り、検索された情報の集合を総

合的に処理 した りす るにあた ってこの信頼性をあ らわす値を参考にすることになる。 また項 目値

は必ず しも実測 して得 られた値にかぎ らず、場合に よっては何 らかの方法で推定して得 られた値

であることがある。 問題によっては これ らの値を区別 して処理す る必要があるが、 このよ うな状

況に対処す るためにそれぞれの項 目値ごとにその値が得 られた方法をコー ド化 して付与す ること

が必要 となる。

レ コ ー ド

国1

人 口 GNP 鉄 の産 出 高

数 値
.

ス コ ア

A
数 値

ス コ ア

B
数 値

ス コ ア

X

第7.6図 項 目値に対するスコア

θ

禽

第7.6図 の例は ある国 の国勢に関す る情報を レコー ドとして表現 した ものであるが、 ここで人

口は実測値としてた とえぽAと い うスコアが与え られ、GNPは 推定値 としてた とえばBと い う

スコアが与え られる。 さらに不確定な情報として鉄の産出高が得 られた場合は、信頼度 としてた

とえぽXと い うスコアが付与される。 この ように項 目ごとにデータ値に対する評価基準が付与さ

れてい るような レコー ドか ら構成 されるデータベースを操作するにあたっては、 この評価基準を

考慮 しなが ら検索や比較あるいは合計や平均 とい うような加工処理をおこな うことにある。た と

えぽ推定値をあ らわす スコアBが ±5%の 精度を しめ しているとすれぽ、 いくつかの国のGNP

の合 計や平均をとる場合結果 として得 られる値の精度が計算 される。

このようなス コアの付与は項 目値に対 してだけでな く情報 の間 の関係言い換えれば レコー ド間

構造に対 しても適用される。すなわち レコー ド間構造は レコー ド間に付与 される何 らかの関係を

一81一



表現 しているが、 この関係に対 して関係の強 さや性質をあ らわすためのス コアを付与す る方法で

ある。た とえば国 レコー ド間に協力関係を しめす構造を付 与す るよ うなデータベースが考え られ

る。

イ

第7.7図 レコー ド間構造に対す るスコア

この図では国 ごとの経済協力関係によって レコー ド間構造が付与 され、それぞれの関係に対 し

てた とえぽ援助額をしめす スコアが付与されている。 このほかに援助の方法や性質に関する情報

を コ一一ド化 し、その コー ドをス コアとして付与す ることも考え られる。

7.2.2内 包 的 定 義

前節では レコー ドを構成する項 目値 の選択基準や レコー ド間の関係の強 さとい うような意味的

な評価をあ らわすためにスコアとい う数値 あるいは コー ドを付与 した。 この方法は情報に付随す

る意味的な要素をスコアという言わば便宜的な手法で表現 した ものと言える。 ところが この意味

的な要素を より正確 に表現 し処理の過程で利用す るためには、項目名の定義や項 目値 の選択基準

あるいは レコー ド間の関係に関す る性質を内包的に定義す る必要があろ う。内包的定義 とい うの

は項 目値の設定方法や レコー ド間構造 として表現されているデータ内の関係を形式的に記述 した

ものである。た とえばある項 目1に 対 して選択される項 目値はある レコー ドではa+b+cと い

うような基準で選定され、別の レコー ドではa+b+dと い うような選定基準がもちいられること

、
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U

がある。 このよ うな環境で作成 された データベースを処理するにあたっては、 このような項 目値

の選定基準を内包的に定義 しておきその定義にのっとって加工 などの処理をほどこず必要がある。

多 くのデータベースは レコー ド定義によって記述された項 目に対 して選定 されるそれぞれの項 目

値は言わば一様であ り、 この一様性に もとついてデータベース操作 もおこなわ れる。これに対 し

てそれぞれの項 目値に内包的定義を付 与することは言わば デー タベ ースに多様あるいは不定型な

構造を設定す ることである。 このようなデータベースの不定型処理は現在のデー タベース操作 シ

ステムではほとんど考慮 されていない。 これは レコー ド内構造に対 して何 らか の意味的な要素を

付与す る場合に も生 じる事が らであ る。 したが ってデータに意味的な要因を付与 しデー タベース

の操作にあたって考慮す るためには 「データ ・リンケージ」に対す るデー タベース操作システム

の改善が望 まれる。

〆
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